
元方事業者は、総合的な安全衛生管理を確立するため、以下の事項を実施すること

２．１ 総合的な安全衛生管理のための体制の確立及び計画的な実施

（1）作業間の連絡調整等を統括管理する者の選任等

元方事業者は、総合的な安全衛生管理の体制を確立するため、元方事業者の事業場全体の労働者の数
（元方事業者の労働者及び関係請負人の労働者を合わせた労働者数）が常時50人以上である場合は、
作業間の連絡調整等2以下に掲げる事項を統括管理する者を選任し、当該事項を統括管理させること。

安衛法第30条第2項（30条の２にも準用）

＜指針本文より＞
２． 元方事業者が実施すべき事項・・・（指針の第２）

2.1.1 「総括安全衛生管理者」と「作業間の連絡調整等を統括管理する者（本指針）」の違い

①各社個別縦割りの安全衛生管理体制 （事業者と労働者との雇用関係の視点での安全管理体制）

②各社間横断の安全衛生管理体制 （一の場所での各社の労働者が混在作業する視点での安全管理体制）

発注者（A社）

元方事業者 関係請負人

一の場所で合計50人以上で混在作業する事業者

二次請（C社） 三次請（D社）元請（B社）

安衛法第10条～14条で、令第2条～6条で定める業種別の一定規模の事業所ごとに、
労働者数の規模に応じて「総括安全衛生管理者」、「産業医」、「安全管理者」、「衛生管理者」、「安全衛生推進者」
を選任すべきこととされています。

また指定された作業では「作業主任者」を選任する必要があります。
そのうえで、安衛法第17条～19条で事業者は50人以上の事業場毎に「安全・衛生委員会」を設ける等の義務を課
しています。
これらは元請け、下請けの各事業者毎の労働者の安全に関わる内部管理の体制を規定するものです。

製造業（鉄鋼業等）
300人以上の場合：
・総括安全衛生管理者
・産業医
・安全管理者
・衛生管理者
＜安全衛生委員会＞

本指針では，元方事業者は、総合的な安全衛生管理の体制を確立するため、元方事業者の事業場全体の労働
者の数（元方事業者の労働者と関係請負人の労働者を合わせた労働者数）が常時50人以上である場合は、作業
間の連絡調整等の事項を統括管理する者を選任し、これらの事項を統括管理させることを求めています。

この横断的な管理は、定期または随時の連絡調整の協議会等で「連絡調整を統括管理する者」と各関係請負人
の「連絡調整等を行う責任者」の間で行われますが、「連絡調整を統括管理する者」が巡視等で安衛法またはこれ
に基づく命令や、連絡調整で定めた安全遵守事項に違反していると認めた場合は、関係請負人やその労働者に
対し、その場で直接の指示・指導を行わねばなりません。（1.2.1(1)(2)、2,12.4参照））

機械修理業や製造業
300人以上の場合、
または建設業・運送業
100人以上の場合：
・総括安全衛生管理者
・産業医
・安全管理者
・衛生管理者
＜安全衛生委員会＞

機械修理業
50人～299人の場合：
・産業医
・安全管理者
・衛生管理者
＜安全衛生委員会＞

機械修理業
10～49人の場合：
・安全衛生推進者

連絡調整等を
行う責任者

連絡調整等を
統括管理する者

連絡調整等を
行う責任者連絡調整等を

行う責任者

本指針

（各事業者内の①の安全衛生管理体制は一例であり、規模（労働者の数）により異なります。）
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2.1.3 作業間の連絡調整等を統括管理する者には、どのような地位や資格などの者を選任指名しなければ
ならないか？

製造業では特に地位や資格は規定されていませんが、安衛法第15条第2項の（建設業の）場合「統括安全衛生責
任者は、当該場所においてその事業の実施を統括管理する者をもって充てなければならない」との規制があります。

製造業の場合も同様に、「一の場所」においてこの事業の実施について実質的に全体を統括し、安衛法第30条の２
に定められた事項を実施する権限と責任を有する者となります。

すなわち５０人以上の混在作業となる「一の場所」の範囲により選任指名者が左右されます。
従って、その「一の場所」の作業間の連絡調整等を統括管理できる職務権限を有する者を選任指名しなければなり

ません。

① 製鉄所や事業所全域を対象とする場合：原則として元方事業者の代表者の製鉄所長や事業所長となります。
実際は、高炉一貫製鉄所では製鉄所全体の作業間の連絡調整等を統括管理する実務を部長、工場長、

室長、課長クラスを指名して権限移譲し任せることになるケースが多くなると思われます。
たとえばエネルギー・環境や輸送等の製鉄所全域での請負作業では、作業間の連絡調整等の統括

管理をする実務はエネルギー室長や輸送管理室長等となります。

② 製造各工程の工場全域を対象とする場合：工場長または室長等の対象工場のライン長等となります。
実際は、工場全域の作業間の連絡調整等を統括管理する者の実務を課長、係長等に権限移譲し任せる

場合でも、あくまで統括管理の責任は、工場長または室長等の対象工場のライン長等となります。

2.1.2 作業間の連絡調整等を統括管理する者にはどのような権限を付与しなければならないのか？

安衛法30条の２第1項に「作業間の連絡及び調整を行うことに関する措置その他必要な措置を講ずべき者」とされ
ており、「元方事業者」の責任者として、各関係事業者をまたがる統括管理義務として、下記の必要な措置を講ずる
ことができる権限を、関係者同意（認知、承認）の上で付与されなければなりません。

・協議組織の設置及び運営、関係請負人の把握
・作業間の連絡及び調整、安全教育の指導援助
・作業場所の巡視、労働者への安全指導指示 等

上記では「一の場所」の規模が比較的大きい場合の体制を示しましたが、一般に非定常作業の補修や工事の場合
は、混在作業と言っても、近接して行われる作業の集まりであり、その多くは数名規模であり、そのエリア単位の作業
の連絡調整管理が現場で常時実際にできうるものという点では、上記で述べた体制のもとで、係長等を「その作業場
の連絡調整等を担当する者」に選任し、全体の連絡調整等を統括管理する者や連絡調整等を行う責任者の指導・指
示に従うようにさせることも現実的な方法です。さらにその関係請負人の「連絡調整等を行う責任者」には職長等の監
督者や職場責任者を充てることが安全指示連絡が作業指揮を通じて一体的に作業者に伝わるため効果的です。
（後述（2.1.6）の「作業依頼指示のフローと統括安全指導指示のフローの図参照）

「元方事業者」は、1.1.6で説明したように製鉄所の場合には、設備の改修等の全部を建設業者に発注し、仕事の全
部を注文し自らは仕事を行わない場合を除き、鉄鋼会社（Ａ社）になります。

ここで本指針では、元方事業者が一の場所における混在作業の連絡調整等を統括管理する者を選任するべきこと
を規定し、一方、関係請負人（元請（Ｂ社）後次の請負人（Ｃ、Ｄ社））は連絡調整等を行う責任者を選任しなければなら
ないとしています。

すなわち各事業者内の安全衛生管理体制とは別に、一の場所における混在作業を行う元方事業者と関係請負人
の事業者間の横断的な作業間の連絡調整等を統括管理する総合的な安全管理体制を設けることを要求しています。

しかし、両者は互いに連携すべきもので、各事業者毎の縦割りの自律的な内部管理体制が機能する前提で、各社
間の横断的な作業間の連絡調整等を統括管理する組織が機能することになります。

また、災害が発生する可能性は、二次請、三次請の最先端の現場作業に多いと思われますので、元方事業者は元
請を通じて、二次請以降の請負事業者内の安全管理の充実を指導させると共に、元方事業者による関係請負人事
業者間横断の総合的な安全衛生管理の周知に特に留意することが大切です。
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「一の場所」が製鉄所の時：製鉄所長、
「一の場所」が工場等の時：工場長等

が指名する「作業間の連絡調整等を統
括管理する者
（部長、工場長、室長等）

副統括 副統括 副統括

元請
責任者

元請
責任者

元請
責任者

二次請
責任者

二次請
責任者

二次請
責任者

元方事業者事業場の作業間の連絡
調整等を統括管理する体制表の例

（参考資料１－１参照）

本図は「一の場所」に
おける混在作業の「連
絡調整等を統括管理
する者」や「連絡調整
責任者」を指名する体
制表の例です。

（１）設備業務の場合
具体的な「施工計画
書」の内容の一部とし
て記述します。

（２）生産業務の場合
操業等の定常的な作

業での連絡調整体制
は鉄鋼会社の各操業
工場や室の「安全衛生
委員会」体制図に含め
て記述します。

上図の「担当業務別」、
左図の「分科会」とは、
土建、機械、電気等の
専門部門別、あるいは
精整や輸送等の業務
別に区分した体制の例
です。

元方事業者

担当業務別など

関係請負人

2.1.4 元方事業者事業場の作業間の連絡調整等を統括管理する体制表

元方事業者
（鉄鋼会社）

関係請負人
（元請協力会社）

連絡調整等を統括管理する者

連絡調整等を行う責任者

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

事業者名

氏名

担当工事

担当期間

連絡調整等の副統括 連絡調整等の副統括 連絡調整等の副統括

連絡調整協議会事務局

（ 分科会） （ 分科会） （ 分科会）

関係請負人
（二次請協力会社）

安全管理者：

衛生管理者：

産業医：

連絡調整等を行う責任者 連絡調整等を行う責任者

連絡調整等を行う責任者連絡調整等を行う責任者連絡調整等を行う責任者

【図は例示】

19



生産業務で、鉄鋼会社が注文のみで自らは仕事（現場作業）はせず、すべての仕事を製鉄所構内の協力会社（元
請）に請け負わせるような場合、たとえば製品精整工程を設備ごと一括委託などの場合でも、一の場所を圧延から
精整などの広い範囲でとらえる場合は、鉄鋼会社が元方事業者になります。

設備業務関係でも、鉄鋼業では設計部門が設計監理し、整備部門等が発注仕様書を作成し実行主管となることは
多くありますが、製鉄会社の整備部門も現場作業をすることになりますので、鉄鋼会社が元方事業者になります。

またこれらの鉄鋼会社の現場実行機能が分社化され、鉄鋼会社は該当工事案件について自らは現場作業をしな
い場合でも、「一の場所」が製鉄所または圧延工場全体等とされていますので、そのどこかで鉄鋼会社自身が行う
作業（工事管理を含む）がありますから、この場合も鉄鋼会社が元方事業者になります。

しかし、業務の実態として連絡調整を有効に為し得るのは分社化された元請事業者となる場合もあります。
この場合、連絡調整を統括する者の選任と実務を委任する事業者として、いずれかの分社化された元請を指名する
ことも可能です。
ただしこの場合、元方事業者の鉄鋼会社は、指名した元請へ指導をすることが必要です。（1.2.1（２）の図及び説明

参照）
また、この分社化された事業者に発注する工事等においても、建設元方指針を適用する工事として、名実ともに特

定元方事業者として総合的な連絡調整にあたらせることもできます。 （1.2.5～1.2.6の図及び説明参照）

一般に安全衛生管理体制は各事業者の事業場毎に下記の二つの側面があります。（2.1.1参照）
① 各事業者個別縦割りの、労働者の雇用関係（作業指揮命令系統）の視点の安全衛生管理体制
② 各事業者間の横断的な、「一の場所」での混在作業間の連絡調整等の視点の安全衛生管理体制

下図はその体制を概観しています。
ここで、①の事業者個別縦割りと、②の事業者間の横断の体制の両側面の各責任者等は、作業の規模や内容に応じ、

同一人物が兼務することはあり得ますし、その方が全体として一体的な管理ができることもあります。
しかし、①での安全管理者・衛生管理者はスタッフ組織、②での連絡調整責任者はライン組織から出る場合が、一般

的と思われますので、両者は別の機能を持つものと考えた方がよいケースが多いと考えられます。

安全管理者

衛生管理者

産業医

安全（衛生）委員会

安全（衛生）協議会

鉄鋼会社（元方事業者）

発注者

安全管理者

衛生管理者

産業医

安全（衛生）委員会

協力会社（元請） 協力会社（二次請）

総括安全衛生管理者

作業主任者 作業主任者

連絡調整等を
行う責任者

製
造
業
の
場
合
の
体
制
例

連絡調整等を
統括管理する者

安全衛生推進者

注文者

関係請負人
発注者

元方事業者

各事業者内の①の安全衛生管理体制は一例であり、規模（労働者の数）により異なります。

「元請」は鉄鋼会社（発注者）からみて「一次請」、元請以降の請負
事業者を「二次請」、「三次請」と表示しています。

2.1.5 各事業場の基本的な安全衛生管理体制

連絡調整等を
行う責任者

【図は例示】
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連絡調整等を
行う責任者

連絡調整等を
統括管理する者
（班長等）

作業発注責任者
（係長以上等）

作業指揮者
（職長等）

作業指揮者
（職長等）

契約部門 契約部門 契約部門

作業受託者
（元請会社管理職）

作業者
（一般）

作業者
（一般）

作業受託者
（二次請会社管理職）

注文者

元方事業者
関係請負人

請負契約 請負契約

連絡調整等を
行う責任者

作業依頼注文

作業指揮者
（班長等）

段取
指示

段取
指示

段取
指示

作業
指示

作業
指示

作業
指示

安衛法令の遵守に関する指導・指示

（作業依頼注文書、
発注仕様連絡票、
現説議事録等）

（作業依頼
注文書等）

（要求仕様書等）

作業指示と安全管理に関する指示は表裏一体のものです。
事業者内では、雇用または使用する作業者には、作業指示と安全管理指示指導は一体で行われますが、

それは各事業者個別の労働者の雇用関係に基づく安全衛生管理体制になります。

しかし元方事業者といえども、安衛法令の遵守に関する指導・指示を除き、請負事業者が雇用または使用する作業
者に対しての直接の作業指示はできません。
（注文者が関係請負人に直接作業指示を行う場合には、派遣法の労働者派遣に該当し、同法の規制を受けます）

一方、安衛法第29条（1.1.9参照）により、元方事業者は、関係請負人およびその労働者に対して安衛法令を遵守する
に必要な指導及び指示を行わなければならないと定めていますので、このような指導及び指示を行えますし、また行わ
なければなりません。（2.12.4参照）

下図ではこれらの関係を示した例ですが、各事業者においては作業の指揮命令系統の中で職長等の監督者や職場
責任者等が混在作業の連絡調整等を「統括する者」や「責任者」をかねることが効率的であるとして図示しています。

なおこれらの連絡調整事項を踏まえて、「作業指示書」等（2.1.7（２）で解説）の文面の中で、混在作業の安衛法令の
遵守に関する事項を記載し、管理者レベルと担当者の各階層での連絡調整の場で現場作業者までの連絡調整を行う
ようにすると実効が上がると思われます。

鉄鋼会社

協力会社（二次請）
協力会社（元請）

（作業指示書） （作業指示書）

（安全衛生計画書・
作業計画書）

（作業指示書）

作業依頼注文

作業者
（一般）

管理監督者レベルの
安全に関する連絡調整

安衛法令の遵守
に関する指導・指示

発注者

2.1.6 各事業者内の縦方向の作業指示のフローと、事業者間の横断的な安全指導指示のフロー
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２．１ 総合的な安全衛生管理のための体制の確立及び計画的な実施 （続き）

（2）安全衛生に関する計画の作成及び実施

元方事業者は、労働災害防止対策として実施すべき主要な事項（関係請負人に対して実施する事項
を含む。）を定めた安全衛生に関する計画（以下「安全衛生計画」という。）を作成し、関係請負人に周知
させること。また、安全衛生計画に沿って労働災害防止対策を実施すること。

安衛法第30条第1項第5号（30条の２にも準用）

本指針で言う「安全衛生計画」とは混在作業の安全確保を念頭に置いたものですが、鉄鋼業では一般に「安全衛生
計画」と言えば、元方事業者である製鉄所や製鉄所内の工場・室の年間安全衛生計画あるいは関係請負人である協
力会社の安全衛生計画がこれにあたると認識されます。

（１）生産業務では
鉄鋼製造作業などでは、定常的な仕事を協力会社に委託し混在作業となる場合があります。
その場合は、元方事業者である製鉄所や工場・室の「安全衛生（年間）計画」（参考資料１－２－１に例示）の中に混

在作業に関する取組計画が織り込まれ、事業場の安全衛生委員会等の活動に協力会社もオブザーバー参加する等し
て管理方針や取組を共有し実施していくことが現実的です。

（２）設備業務では
補修や工事（建設元方指針を適用する大規模工事は除く）等の非定常的な仕事での混在作業では、その作業に固有

の連絡調整課題があるはずです。
従って、その作業毎に「安全衛生計画」が必要になりますが、現実には個々の工事等では、作業と安全に関する内容

を一体的に記述することが一般的です。

具体的には、元方事業者の製鉄所の設備部門等が作成する「混在作業の一般共通安全計画書（参考資料１－２－２
に例示）等に一般共通的な混在作業の連絡調整等の方針や体制の記述をした上で、工事等の規模が比較的大きい場
合は個別の混在作業（工事）については各元請事業者の「＊＊工事施工計画書」（参考資料１－７に例示）等、あるい
はその工事に関連した「＊＊工事試運転要領書」（参考資料１－９に例示）等の中に混在作業の「安全管理計画」を織
り込むのが良いでしょう。

小規模なものや緊急対応的なものでは「安全衛生計画」というよりは、「工事発注・作業連絡票」 （参考資料１－３に
例示）、「作業依頼票」 （参考資料１－４に例示）、「条件設定チエックリスト」 （参考資料１－６に例示）や、「現説打合せ
議事録」 （参考資料１－５に例示）、「作業指示書」 （参考資料１－８に例示）等で、混在作業での留意すべき事項を列
記する「安全ポイント」やチエック確認連絡事項などが「安全衛生計画」に該当することとなります。

規模
性格 定常（混在）作業

（鉄鋼製造の操業作業関係等）
非定常（混在）作業
（補修、復旧、工事等の作業）

大規模

小規模

「＊＊工場（室）安全衛生年間計画書」
「混在作業の一般共通安全計画書」

「＊＊工事施工計画書」

「＊＊工事試運転要領書」

「工事発注・作業連絡票」
「作業依頼票」
「条件設定チエックリスト」
「作業指示書」
「現説打合せ議事録」等

「＊＊作業標準書」

（参考資料１－２－２）

（参考資料１－7）

（参考資料１－９）

（参考資料１－3）

（参考資料１－6）

（参考資料１－8）

（参考資料１－5）

（参考資料１－２－１）

＜指針本文より＞

2.1.7 本指針の「安全衛生計画」とは

共通

【図は例示】

作成者

元方事業者

関係請負人
（元請）

指
導

（参考資料１－4）
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2.1.8 安全衛生計画には、どのような事項を盛り込まなければならないのか？

（１）生産業務では、
日常的な変化の少ない生産業務の場合は、その事業場現場の全体にわたる作業に関して元方事業者である鉄鋼

会社の事業場及び工場や室単位で、包括的に「安全衛生（年間）計画」 （参考資料１－２－１）を策定し、協力会社（元
請、下請である関係請負人）と一体で活動することとなります。 混在作業に関する計画や方針もその中に含まれま
す。
また具体的な安全衛生遵守事項等は、事業場や工場・室の基準や個別の作業標準書等に織り込む等により安全

衛生計画を補完することが現実的です。

（２）設備業務では、
以下では、設備業務のように、補修や工事等で混在作業となる非定常作業に焦点を当てて解説します。

元方事業者である鉄鋼会社は、各混在作業に共通で一般的な連絡調整等の統括管理の方針や体制（会議体等）
等を示した「混在作業の一般共通安全計画書」（参考資料１－２－２に例示）等を作成すると良いでしょう。
その方針や規定を踏まえて元請は請負った混在作業に固有の具体的な「作業計画」（施工計画書等（参考資料１

－７に例示） ）を取りまとめ、元方事業者と各関係請負人（２次以降の請負人を含む）の具体的な連絡調整事項や必
要な安全対策等を浮き彫りにすることが望まれます。

（１）混在作業に共通の連絡調整等の統括管理の体制
（イ）連絡調整体制（連絡調整等を統括管理する者と、各社の連絡責任者）

・連絡調整等の統括管理の指示指導系統と、各作業の指揮命令系統、緊急連絡網
（ロ）連絡調整会議、安全打合せ、巡視、立会等の実施時期や頻度及びメンバー

（２）混在作業に共通の連絡調整等の基本方針と目標
（イ）混在作業における労働災害防止の重点事項、巡視計画

（３）共通的な規定
（イ）連絡合図や表示の方法、通信機器

・クレーン等の合図、禁止札の統一ルール
・工事作業の資材や廃材の仮置き又は集積場所と表示方法
・作業内容表示板や関係作業者間の同時双方向通話のIT活用など

（ロ）許可を必要とする作業、注意事項および禁制事項、作業方法の変更の規定

（４）当該混在作業の個別具体的な「作業（施工）計画」
（イ）関連する全作業の概要と全体工程、工事種別工程、部位別工程、短期（月、週）工程
（ロ）各作業内容及び作業手順や制約条件及びチエック確認方法

・各事業者の各作業毎の担当業務分担及び責任範囲
・混在作業の各接点での災害要因と対策
・リスクへの対応措置対策の内容

（養生等の設備改善箇所と担当、保護具の種類と数）
・他の事業者の作業手順との取り合い、作業着手及び終了順番制約条件
・動力源遮断、残圧抜き等の手順と立ち上げ手順及びチエック確認方法

作業手順書、着手条件設定チエックリスト、試運転要領書など

工
事
施
工
計
画
書
等

混
在
作
業
の
一
般
共
通
安
全
計
画
書

比較的小規模または緊急性のある工事や整備作業の場合の例

＜設備業務（非定常）の場合の共通的な計画の例＞・・・・元方事業者が作成

＜設備業務（非定常）の場合の個別具体的な計画の例＞・・・・関係請負人（元請）が原案作成

作
業
計
画
書
等

「工事発注・作業依頼票」、「条件設定チエックリスト」、「作業指示書」、「現説打合せ議事録」など

以上を参考にしながら、業務の内容に応じ必要な項目を追加します。（各帳票事例は参考資料を参照）

【図は例示】

（元方事業者が指導確認）
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設備業務での「安全衛生計画」は、非定常な個別具体的な混在作業に関するものになりますので、その主要な部分は
「作業（施工）計画」等になります。 この作成手順に関しては、「鉄鋼生産設備の非定常作業における安全衛生対策の
ためのガイドライン」（下記）にある「安全衛生管理の手順」の流れで策定するのが適当です。

「鉄鋼生産設備の非定常作業における安全衛生対策のためのガイドライン」 （抄）（平成9年3月24日 基発第190号）

４安全衛生管理の手順及び安全衛生管理体制の確立
４－１比較的規模の大きい作業の場合

(1) 安全衛生管理の手順
イ 作業の依頼

作業を依頼する時は、作業を依頼する者（以下「依頼側」という。）は、施工方法、工期、費用等
に関して安全衛生上の配慮をする。また、依頼側は、安全衛生上の注意事項について、作業を実施
する者（以下「実施側」という。）と十分な連絡調整を図る。

ロ 作業内容の確認
作業の依頼が行われた時には、実施側は、作業が行われる現場において、原則として依頼側の

立会いのもと危険な箇所、作業、物質等を含め作業内容についての事前確認を行う。
ハ 災害要因及び対応措置の事前評価の実施

事前確認を行った作業内容をもとに、実施側は依頼側から必要な情報の提供を受け、後記５＊の
方法に従って当該作業に伴う災害要因を抽出し、当該災害要因に対応した安全衛生対策の事前評
価を行う。

ニ 作業計画書の作成
実施側は、上記の事前評価の結果必要とされた安全衛生対策を盛り込んで、次の事項を内容とし

た作業計画書を作成する。また、作業計画の変更の必要が生じた場合には、作業を中止して作業
計画書の見直しを行う。 なお、作業計画書は、予期されない作業を除き、すべての作業についてあ
らかじめ作成しておく。

(イ) 作業工程
(ロ) 指揮・命令系統
(ハ) 作業内容及び作業手順
(ニ) 各部門の業務分担及び責任範囲
(ホ) 災害要因及び対応措置の内容
(ヘ) 必要な保護具の種類と数
（ト） 許可を要する作業
(チ) 注意事項及び禁止事項

ホ 作業計画書の確認
依頼側及び実施側は、作業の関係者（関係請負人を含む。）に対し、後記(2)の連絡会議の場等

を利用して作業計画書の内容の周知徹底を図るとともに、連絡会議等における取決め事項等を記
録に残しておく。

ヘ 作業の実施
実施側は、業務分担及び責任範囲を明確にした安全衛生管理体制を定めるとともに、作業の実

施に当たっては、作業計画書に基づいた適切な作業が行われるよう、作業の指示・連絡の徹底、

作業場所の点検・巡視等各級管理者の職務の励行を図る。依頼側は、作業の準備及び実施に
当 って実施側に対し必要な協力・援助を行う。 なお、作業の実施に当たっては、後記６＊の事項に
留意する。

（上記のガイドラインについての詳細の解説、実施の手引きは「鉄鋼生産設備編『非定常作業の安全』ガイドラインと解説」
中央労働災害防止協会1998を参照）

＊上記の４－１（１）のハで示されている後記５および６とは、「鉄鋼生産設備の非定常作業における安全衛生対策の
ためのガイドライン」(平成9年3月24日 基発第190号)の第５の「災害要因および対応措置の事前評価の方法」
および第６の「作業の実施に当たっての留意事項」で示されています。

2.1.9 安全衛生計画（作業(施工）計画書）は、どのような手順によって作成しなければならないのか？

生産業務では定常的な仕事が主なので、前述（2.1.8（１））のように製鉄所や、各協力会社における安全衛生管理全般
の「安全衛生（年間）計画」の中に混在作業に関する取組計画を織り込むことが現実的です。

あるいは、混在作業を含む定常的な作業の作業標準書の中に混在作業に関する取組について、その作業に関する
具体的な内容を規定し、上記の「安全衛生（年間）計画」を補完するのもよいでしょう。
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2.1.10 安全衛生計画（作業計画）は、どのような方法で周知させなければならないのか？

設備業務の場合、混在作業に共通の一般的な作業間の連絡調整等に関する管理事項は、元方事業者と関係請負
人の連絡調整の定期の協議会等（２．３参照）で取り上げることになります。個々の作業（多くは非定常作業）にはそ
れぞれ固有の連絡調整事項等があります。

そこで、混在作業場全体の作業間の連絡調整等を統括管理する元方事業者である鉄鋼会社の工事等の実行部門
等は、前頁で示した「鉄鋼設備の非定常作業における安全衛生対策のためのガイドライン」の記述等を参考に、鉄鋼
会社の設計部門等の依頼内容を現場で十分確認し、危険な要因に対する措置の事前検討を行うことが必要です。

その検討結果を、元請の協力会社に対し連絡調整等が必要な事項としてまとめ、その作業の着手前の随時の連絡
調整打合せの場等（２．３参照）で確認させると良いでしょう。
元請の協力会社は、元方事業者の指示指導に加え、自らの視点でも担当作業の危険な要因を確認し、その結果に

基づく措置を織り込んだ当該混在作業の安全衛生計画を、例えば「作業（施工）計画書」等の中にまとめると良いで
しょう。

元方事業者である鉄鋼会社はその作業（施工）計画書等で示された混在作業の安全衛生計画の案をチェック確認
し、作業関係者の事前打合せ等の場で確認協議し、各社の管理方針や安全活動の良い面や各作業現場の意見を取
り込み、関係者同意のもとで、元請に最終の施工計画書を作成させると良いでしょう。
また、関係請負人はその「作業（施工）計画」に沿って労働者に対し個別の作業の指示を文面（たとえば「作業指示

書」等）で行い、日々の作業の進捗に伴い上記の作業計画の変更の必要が生じた場合は、作業を中止して作業計画
の見直しを元方事業者との作業進捗打合せ等の場で協議確認の上で行うことが望まれます。

１）関係請負人の連絡調整責任者への徹底の例
・混在作業の連絡調整等の協議の場（定期の協議会（２．３参照））

前項の2.1.9で示したように、各混在作業に共通の一般的な作業間の連絡調整等に関する管理事項は、「混在

作業の一般共通安全計画書」（参考資料１－２－２に例示）等で元方事業者と関係請負人の連絡調整の定期の
協議会等で取り上げて協議することで、関係者（主として各社の連絡調整の責任者）に周知すると良いでしょう。
元方事業者が指名した混在作業間の連絡調整等を統括管理する者は、打合せ内容を議事録にまとめ、出席メ

ンバーに確認すると、各事業者内でその議事録を使っての作業者への周知ができます。
・現場説明と連絡調整の打合の場（随時の連絡調整打合（２．３参照））

対象作業の個別具体的な連絡調整等の事項については、元請は元方事業者から作業依頼内容（発注仕様書
等）を、その作業を行う現場での説明を受け、内容を把握し、その結果に基づいて施工者としての安全衛生計画
書（施工計画書、作業計画書）を作成し、元方事業者である鉄鋼会社の確認を受けます。
その後、自社および二次以降の請負の連絡調整等の責任者に対し、作業予定の現場において、作業計画書等

に沿って「作業指示書」（個別の作業の内容、各作業間の接点、危険又は潜在危険個所や物質、安全ポイント、
保護具や工具または機械の使用等）等を示して事前確認を行います。
作業が開始された後は、対象作業の進捗確認連絡調整の打合等の場で、個別具体的な連絡調整等の

事項の内容や変更点等を再確認すると良いでしょう。（2.3.3（２）参照）

作業A、Ｂ、・・・Zに共通の一般的な連絡調整等に関する事項

作業Aの個別
具体的な事項 ・・・・

定期の協議会

・随時の連絡調整打合
・日々の進捗確認打合
（朝会等）

作業Bの個別
具体的な事項

作業Zの個別
具体的な事項

２）現場作業者への徹底の例
・作業前： 各関係請負人の連絡調整責任者（作業責任者）は各担当作業者に「作業指示書」で、作業の現場に
おいて実施する作業と関連する作業の説明、危険又は潜在危険個所や有害な化学物質や粉じん等、安全ポイント、
保護具や工具または機械の使用や作業段取り等について説明します。

・作業直前： 各現場で作業にかかる直前に関係作業者全員によりミーティングを行い、安全衛生方針や重点管理
事項、作業計画と段取り、危険予知と安全ポイント、禁制事項等の確認をした旨の記録を残します。

・作業中： 適時、元方事業者の全体の連絡調整等の安全管理を統括する者が、関係請負人の安全管理責任者又
は連絡調整責任者を同行させて現場巡視を行い安衛法令の違反や安全衛生計画にそぐわない事項があった時は、直
接指導の形で周知します。 （2.12.4参照）
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２．２ 作業間の連絡調整の実施

元方事業者は、混在作業による労働災害を防止するため、随時、元方事業者と関係請負人との間及び関係請負人
相互間における作業間の連絡及び調整を行う必要があること。（安衛法第30条の2第1項）
作業間の連絡調整の具体的な内容は、混在作業の内容に応じ異なるが、次の表の左欄に掲げる場合には、同表の

右欄に定める措置を講じること。
また、作業間の連絡調整の具体的な実施は、作業発注時にあらかじめ作業指示書に具体的な実施事項を記載した

上で関係請負人に通知する、現場における作業開始前の打合せにおいて関係請負人に指示する等の方法によること。

一の作業に用いられる一連の機械等について、ある関係
請負人が運転を、別の関係請負人が点検等を行う場合

ア それぞれの作業の開始又は終了に係る連絡、
作業を行う時間帯の制限等の措置

イ 複数の関係請負人がそれぞれ車両系荷役運搬機械等を
用いた荷の運搬等の作業を行う場合

作業経路の制限、作業を行う時間帯の制限等の措置

ウ ある関係請負人が溶鉱等の高熱溶融物の運搬等周囲に
火災等の危険を及ぼす作業を、別の関係請負人がその周
囲で別の作業を行う場合

周囲での作業に係る範囲の制限等の措置

エ ある関係請負人が有機溶剤を用いた塗装作業を、別の関
係請負人が溶接作業を行う場合

通風又は換気、防爆構造による電気機械器具の使用等につい
ての指導、作業を行う時間帯の制限等の措置

オ ある関係請負人が物体の落下を伴うおそれのある作業を、
別の関係請負人がその下の場所で別の作業を行う場合

落下防止措置に関する指導、物体の落下のおそれがある場所
への立入り禁止又は当該場所で作業を行う時間帯の制限等の
措置

カ ある関係請負人が別の関係請負人も使用する通路等に設
けられた手すりを取り外す場合、
設備の安全装置を解除する場合等

その旨の別の関係請負人への連絡、必要な災害防止措置につ
いての指導等の措置

キ ある関係請負人が化学設備を開放し、当該化学設備の内
部に立ち入って修理を、別の関係請負人がその周囲で別
の作業を行う場合

化学物質等の漏洩防止に関する指導、作業を行う時間帯の制
限、法第31条の2の化学物質等の危険性及び有害性等に関す
る情報の提供等の措置

ク その他、元方事業者と関係請負人及び関係請負人相互が
混在作業を行う場合

当該混在作業によって生ずる労働災害の防止を図るために必
要な措置

安衛法第30条の２第1項

＜指針本文より＞
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2.2.1 鉄鋼業で必要とする作業間の連絡調整の具体的な内容は、どのようなものか？
作業間の連絡調整として講じなければならない措置は、どのようなものか？

通達（平成18年2月24日 基発第0224003号）では、作業間の連絡調整について次のとおり示されています。

（１）生産業務の場合

生産業務は製鋼や圧延等の製造工場が「一の場所」である場合、基本的には日常的な変化の少ない操業作
業や日常点検作業等が主になりますが、その中で請負契約により協力会社が、材料の輸送や製造ライン入口
への材料装入や、製造ライン出口での製品搬出と精整作業等を担当していることがあります。

この様な場合、「一の場所」において元方事業者である鉄鋼会社と関係請負人である協力会社の日常的な混
在作業があるわけですが、これらの作業間の接点での分担の明確化や、段取り調整手順や指示連絡系統は標
準化された上で請負契約がなされ、詳細の連絡調整等は、鉄鋼会社と協力会社の定期の連絡調整等の協議会
や、日々の両者のミーティング等で調整と確認がなされた後、各事業者内で第一線作業者への指示徹底をする
ことが適当な方法でしょう。

上記の作業間の接点での分担の明確化は、たとえば材料や製品（設備業務の場合は機材等）のトラック等で
の荷渡しが「車上渡し」か「置き場渡し」なのかの区分と、それに伴うクレーン作業等の分担等の作業の接点部
分を取り決めること等があります。

しかし、生産業務でも、作業場所周辺での工事や、特殊な製品の取り扱い（例えば普段は普通鋼鋼材を圧延
しているラインでチタン材の圧延を行う）等の非定常の作業が発生する場合があります。

また協力会社が自ら行う設備の点検・検査や補修・清掃、原材料の搬入・補給、資材等の仮置き、これらに伴
う作業通路・安全通路の変更など色々なケースが想定されると思います。

このような非定常の作業がある場合、鉄鋼業の生産業務で、もし作業場所近辺での工事等や点検補修等で混
在作業がある場合は、このマニュアルで述べた「設備業務」としての連絡調整等の管理と同じやり方で、生産業
務の調整等に関しての事項を扱えばいいでしょう。

また、特殊な製品の製造等で、鉄鋼会社と協力会社が混在作業となる場合は、たとえ頻度が少なくてもそれは
製品製造の定常作業として作業標準の中に混在作業の連絡調整事項を含め作業手順に織り込み周知徹底す
ることが適切な方法でしょう。

あるいは圧延トラブル等による材料の撤去等で、それに伴う設備の復旧等の非定常作業等の規模が大きく
なり、生産業務にかかわる作業者での対応ではなく、鉄鋼会社の整備部門等からの請負で協力会社の作業員
が対応する場合で混在作業となる場合、このマニュアルの「設備業務」での非定常作業の解説を参考に対応す
ると良いでしょう。

安衛法第30条の２第1項の「作業間の連絡及び調整」とは、混在作業による労働災害を防止するために、次
に掲げる一連の事項の実施等により行うものであること。

① 各関係請負人が行う作業についての段取りの把握
② 混在作業による労働災害を防止するための段取りの調整
③ ②の調整を行った後における当該段取りの各関係請負人への指示
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●作業間の接点で、点検確認及び講ずべき措置の例

（１）はさまれ・巻き込まれ・激突され関係
イ 回転機器、移動機器の動力源の遮断、施錠または機械ロックの取付等
ロ 緊急停止スイッチの設置等
ハ それぞれの作業の開始または終了に係わる連絡、作業を行う時間帯の制限等

（２）墜落・転落関係
イ 昇降設備、作業床、手すり等の設備（仮設）の設置と撤去、その時期
ロ 移動式足場、架台等の安定性を確保するための措置
ハ 危険箇所への立入禁止措置、表示方法、入退場許可手続き
ニ 親綱または墜落防止ネットの取付設備の設置と撤去、その時期

（３）高熱物等との接触
イ 高熱物の除去または漏えい防止措置
ロ バルブ・フランジ等を解放する際の高温物の流出防止
ニ 高温物・寒冷物への接触防止措置

（４）水蒸気爆発
イ 高熱物と接触する耐火物、器具等の場所確認と水分除去措置
ロ 高熱物排出の場所とスケジュール、出湯口と受入容器の場所関係とその適正化

（５）飛来・落下
イ 物を高所から投下する際の専用の投下設備の使用場所と時期と監視人
ロ 物が飛来・落下する危険性のある場所の周辺・上下作業の有無や立ち入り制限、防護網の設置

（６）酸素欠乏症及びガス中毒
イ 有毒ガス等の発生可能性のある箇所、除去や漏えい防止または換気の措置、周辺の作業制限
ロ 酸素欠乏危険場所、及びガス中毒を生ずるおそれのある場所と立入制限

（７）酸・アルカリとの接触
イ 保護具等を使用すべき場所や作業制限、特化物作業主任者の確認

（８）レーザー・放射線による障害
イ 保護具等や被爆線量測定機器等を使用すべき場所や作業制限

（９）感電
イ 感電危険箇所と作業制限、活線作業等の禁止事項、検電、アース設置等の確認

（１０）火災・爆発
イ 火気作業箇所と使用許可、周辺養生、消火器や監視人の配置、上下作業の制限

（塗装と溶接作業の同時又は近接等の制限）

作業間の連絡調整等は基本的には、混在作業の作業依頼書や作業指示書を元に、元方事業者である鉄鋼会社と関
係請負人である協力会社が協議して、その接点における危険有害要因を確認して、安全確保のために必要な調整を
行うと共に、連絡方法等を確認することが重要です。

作業間の接点における安全確保のため、事前に点検確認及び講ずべき措置としては以下などがあります。
但し、以下は混在作業の接点関係を主体に取り上げており、各事業者内で措置すべき事項は省略しています。
それぞれの措置については、誰がいつ責任を持って実施するか等を含めて確認します。

また以下の各項目に該当する作業場所では、標示板等で現場作業者が再確認できるようにすると良いでしょう。

（参考資料（２）中央労働災害防止協会「鉄鋼生産設備編
非定常作業 の安全ガイドラインと解説」（平成10年4月17日初版）
から一部引用）

（２）設備業務の場合
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2.2.2 現場における作業開始前の打ち合わせにおいて指示する事項は？ 作業指示書に記載すべき事項は？

（中央労働災害防止協会「鉄鋼生産設備編 非定常作業の安全ガイドラインと解説」平成10年4月17日初版から引用編集。参考資料１－８ ）

作業指示書 支店 グループ 係
発行 年 月 日（ ）

管理番号

施工 年 月 日（ ）

工事番号 施工班（会社） 作業指揮者

客先 設備名工場

作業名称 数量 開始予定時刻 終了予定時刻目標MD

作業責任者主任係長

作業責任者主任

検 収

検収時間

施工Gr・係区分 支払形態

・日保
・日修
・

・常例
・請負
・件別

安全上の指示・徹底事項、他社混在作業での連絡調整統括者からの留意事項

略図施工内容、施工上の注意事項・ポイント

役割＊ 就業時刻氏名

作業者 （＊混在作業の連絡調整を統括する者、及び各社責任者を含む）

～

～

～

所属会社名

請負、施工体制図 （混在作業関係各社作業員含む）

必要資格 確認略号

～

～

～

～

～

～

作業工具 標識 保護具 揚重機・車両 使用時間

～

～

～

～

作成・確認時のチエック

作
成
者

施
行
者

安全チエック

工
事
着
手
前

工
事
終
了
後

現説内容の記載 （有 無）

作業標準書添付 （有 無）

図面添付 （有 無）

施工要領書添付 （有 無）

全員が作業内容を確認したか？
（確認サイン）

1.各部署への連絡は確実にしたか
２．各スイッチ札は確実にかけたか

３．工事標識（垂幕・ロープ）
４．溶接機・溶断機は正常か
５．足場は良いか、手すりはあるか

６．開口部の養生はしたか
７．火気対策は良いか

８．高所作業対策は良いか
９．脚立、ハシゴの滑り止め転落防止
１０．保護具・工器具は適正か

1.試運転時の連絡確認は良いか
２．スイッチ札は外したか

３．作業終了後の日の始末は良いか
４．４Ｓは良いか

器工具始終業点検

電溶器 ガス道具 つり具・ﾜｲﾔｰ

作業後ミーティング（問題点と改善提案）

作業指示書および作業標準書
通りの作業ができたか （はい、いいえ）

できなかった理由

どのように変更したか

作
業
実
施
確
認

マネージャー 係長

混在作業となる場合、他社作業と相関連する
接点に関する連絡報告（場所、作業内容とタ
イミング、禁止事項）を含む。
（電源投入、溶接と塗装、上下作業等）

作業場所と作業員の配置等に加え、
混在作業となる場合、他社の近接作業
の位置関係等の図示を含む

混在作業となる場合、
同一作業場所における相関連
する元方事業者、元請、下請の
請負契約関係と各作業者名を
示す。

混在作業となる場合、元方事業者が任命した同一作業場
所における連絡調整を統括管理する者、及びその他の元
請、下請（関係請負人）の連絡責任者を「役割欄」に明示。

＜例示＞
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２．３ 関係請負人との協議を行う場の設置及び運営

元方事業者は、関係請負人との間において必要な情報を共有し、共通認識を持つことが混在作業による
労働災害防止に当たって有効であることから、関係請負人の数が少ない場合を除き、関係請負人と協議を
行う場（以下「協議会」という。）を設置し、定期的に開催するとともに、その使用する労働者に協議会における
協議結果を周知させること。
また、機械等を導入し、又は変更したとき、元方事業者又は関係請負人の作業内容を大幅に変更したとき、

関係請負人が入れ替わったとき等混在作業による労働災害の防止のために協議すべき必要が生じたときにも
協議会を開催すること。

協議会の参加者及び議題は、次によること。
ア 参加者
（ア）元方事業者

a 作業間の連絡調整等の統括管理を行う者
b 安全管理者及び衛生管理者又は安全衛生推進者（以下「安全管理者等」という。）
c 職長等

（イ）関係請負人
a 第3の1により関係請負人が選任する責任者
b 安全管理者等

イ 議題
議題には、
①安全衛生に関する方針、目標、計画に関すること
②作業手順や点検基準等の安全衛生規程及び当該規程に基づく作業等の実施に関すること
③労働者に対する教育の実施に関すること
④クレーン等の運転についての合図の統一等に関すること
⑤作業場所の巡視の結果及びこれに基づく措置に関すること
⑥労働災害の原因及び再発防止対策に関すること

等があること。

＜指針本文より＞

2.3.1 協議組織を設置しなければならない規模を、どのように判断するのか？ 定期的開催の頻度は？

本指針では、関係請負人である協力会社の数（事業者数）が少ない場合を除き、協議組織を設置しなければならない
としていますが、具体的な数（事業者数）は規定されていません。

一方、作業間の連絡調整等を統括管理する者を選任しなければならないのは、労働者の数で「同一場所」で50人以
上の混在作業をする場合を規定しています。
この場合「同一場所」の範囲により人数規模が変わりますが、前述（1.1.4）で解説したように、通達（平成18年2月24日

付け基発第0224003号）では、鉄鋼業の場合は「製鉄所全体または製鋼や熱延などの各工場の全域」とされており、製
鉄所の操業や整備等の作業者と協力（元請）会社とその下請作業者との混在作業における労働災害防止の考え方と
なっていますので、例えば一貫製鉄所等では製鉄所全体または各製造工場全体でみれば、その合計は数１００人から
数１０００人規模になることがあると思われ、協力会社の数も数社から数十社以上になると考えられます。

従って鉄鋼業の場合、元方事業者である鉄鋼会社とその関係請負人である各協力会社の間で前述のように常設的
に協議組織を設け、定期的に統括的な安全管理や共通的な課題につき協議する組織を整えておくとよいでしょう。
その上で、個別の混在作業、特に非定常作業に関しては、平成9年3月24日付け基発第190号「鉄鋼生産設備の非定

常作業における安全衛生対策のためのガイドライン」もでき、たとえ混在作業の規模が５０人未満となる場合でも、設
備・作業の主管元である依頼側の元方事業者である鉄鋼会社の下で、関係請負人（関係するすべての協力会社）が随
時集まって協議する場を設け、連絡調整等を確認をすることが労働災害防止上求められています。

協議会には本指針で示された者が参加する必要がありますが、参加すべき関係者が多くなる場合は元方事業者と元
請、次に元請以下等のグループに分かれて階層別に開催する方法もあります。 ただし本指針に示された議題の内容
が最先端作業者に周知されるようにしなければなりません。

協議会の定期的な開催の頻度については具体的な定めはありませんが、法定で毎月1回以上開催が必要な元方事
業者または元請の安全衛生委員会の開催に併設して毎月1回程度開催すれば良いでしょう。またそうすることで安全
管理者等の出席がしやすく、効率的で効果的な協議ができることになります。
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2.3.2 安全衛生委員会や安全衛生協力会との関係は、どのようにするのか？

「安全衛生委員会」は、安衛法第17条～19条で規定され、定められた規模に応じ事業者内で設置すべきものであり、
自社で雇用する労働者の安全衛生管理にかかわる事項の検討と実施推進を行うためのものです。

しかし、製鉄所構内で常駐的な協力会社（一次請、元請）の代表者を元方事業者である鉄鋼会社の安全衛生委員会
のオブザーバーとしての位置付けで参加できるようにし、同じく元請が常時起用する二次請事業者を、元請の安全衛
生委員会にオブザーバーとして参加できるようにし、連絡調整等をする方法もありますが、上述のように安全衛生委員
会は各事業者の中での法定の委員会であり、前述（2.3.1）で解説した協議会は本指針で定められた事業者間の横断
的な協議の場ですので、両者は基本的に別のものです。

各事業者の安全衛生委員会とは別に混在作業の連絡調整等の事業者横断の「協議会」を設けるのが基本ですが、
安全衛生委員会と「協議会」を相前後して開催する方法もあります。

一方、「安全衛生協力会」は、元方事業者である鉄鋼会社の製鉄所の構内に常駐するか、または頻度高く作業等を
請負う関係請負人である協力会社が会員として集まり、各協力会社間で横断的に共通の安全衛生に関する課題や教
育についての情報共有等の自主的な取組を行う機関です。 この中でも混在作業に係わる事業者間に共通横断的な
課題も扱われることになると思われます。
元方事業者である鉄鋼会社も安全衛生協力会に特別会員あるいはオブザーバーとして参加したり、または教育講師

等を派遣してその運営に協力していることは本指針の趣旨にも合致するものです。

鉄鋼会社 協力会社（元請） 協力会社（二次請） 協力会社（三次請）

安全衛生委員会

＜定期＞連絡調整等の協議会 （混在作業の連絡調整等の統括管理に係わる一般共通的な課題を協議）

安全衛生の管理者

安全衛生協力会

連絡調整等を
統括する者

次項２．３．３で述べる「定期の連絡調整等の協議会」は、元方事業者である鉄鋼会社と関係請負人である協力会社が
合同で、各製造工場や設備部門主管の元に、それぞれの協力会社との間で、混在作業の連絡調整等の統括管理に係
わる一般共通的な課題を協議します。

この結果の中には、関係請負人である各協力会社の安全衛生委員会に個別に付議すべきこともあるかも知れませんし、
関係請負人である協力会社共通の課題等は事業場の安全衛生協力会にて取り組むことが効率的で効果的な場合もあり
ます。

一方、機械等を導入し、又は変更したとき、元方事業者又は関係請負人の作業内容を大幅に変更したときや、関係請
負人が入れ替わったときの他、個別の混在作業についての固有の連絡調整等が必要となった場合は、元方事業者であ
る鉄鋼会社と関係請負人である協力会社の間で「随時の連絡調整等の協議会」が開催され、定期の協議会での基本的
な方針に準拠しながら、具体的な安全確保措置等の検討調整等の確認が必要です。

元方事業者 関係請負人

連絡調整等を行う
責任者

連絡調整等を行う
責任者

連絡調整等を行う
責任者

【図は例示】

安全衛生委員会

安全衛生委員会

＜随時＞連絡調整等の協議会 （状況変化時や個別の作業毎の連絡調整）

オブザーバー参加

オブザーバー参加
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（２）随時の連絡調整等 （２.1.10参照）

定期の連絡調整等の協議会
（鉄鋼会社各工場や室の月次開催の安全衛生委員会の中に協力会社がオブザーバー参加する形も可）

①目的： 製鉄所（事業場）全体、または工場や整備室等の主管部門の下で、鉄鋼会社社員と関係請負人の
作業者の混在作業における統括的な安全衛生管理方針や、共通的課題やルール、教育等について
協議することで、方針やルールなどの情報共有化と共通認識を醸成し、混在作業の労働災害を防止。

②出席者 鉄鋼会社 ・作業間の連絡調整等の安全管理を統括する者
・安全管理者、衛生管理者、職長等

関係請負人 ・各関係請負人の安全連絡調整等を行う責任者
・安全管理者等

③協議事項 ・製鉄所と関係請負人の総括的な安全衛生管理（教育を含む）に関する方針、目標、計画
・共通的な標準や規定（作業標準、整備標準、安全規定）、安衛法や指針への対応
・クレーン等の玉掛け合図や標識等の統一
・作業場所の合同巡視計画と結果及び措置
・災害の原因及び再発防止対策（休業または重大災害発生時は同じ体制で都度臨時開催）

（１）定期的な連絡調整等 （２.1.10参照）

大規模装置産業である鉄鋼業では製鉄所（事業場）毎に、構内常駐の専門別の協力会社が存在し、日常的な操業
作業をはじめ点検補修作業等の工事を元請として請けて、それぞれが二次請以下の関係請負人を持つことが多く、
日常的に同一場所で相関係しながら仕事をしている場合があります。
このような状況の中では、鉄鋼会社の主催で各関係請負人の間の定期的な連絡協議会を開催し、総括的方針等の

情報共有や共通的な安全対策を協議する必要があります。主催者は議事録を作成配布し、関係請負人各社の安全
連絡調整等を行う責任者は自社の安全衛生委員会等を通じ自らが雇用する労働者に周知し、主催者は周知された
ことを確認します。

本指針では、定期的な連絡協議の場と、必要時の随時の連絡協議の場の開催が必要とされています。

2.3.3 鉄鋼業にふさわしい参加者や議題はなにか？ 労働者への周知方法は？
協議会を開催する頻度や臨時に開催するにあたって留意すべき事項はなにか？

前述の定期的な共通事項の協議に加え、混在作業毎にその開始前と、一日以上の作業では日々の作業着手前
等に元方事業者は、各社の作業の段取りを把握し、調整した結果を元請の「作業（施工）計画書」、「作業指示書」
等の形に反映させるよう指導し、関係請負人の間で周知した後に作業を開始としなければなりません。 また作業
中は調整した段取りに従って連携して作業を進めますが、機械の導入等で段取りや作業手順または関係請負人
が入れ替わるなどの変更が生じた際は再度関係者での連絡調整等の会議を開催し「作業指示書」を修正して作業
を再開とします。
主催者は議事録を作成し、各事業者は作業現場に於いて担当作業者に具体的に段取りを周知しなければなりま

せん。事前の全体現場説明と、作業の着手前のＴＢＭ（ツールボックスミーティング）や現場の指揮者や作業者が
出そろう「朝会」等で確認します。

随時の連絡調整等の協議会
（機械等を導入し、又は変更したとき、元方事業者又は関係請負人の作業内容を大幅に変更した時や、関係請負

人が入れ替わった時の他、混在作業毎にその開始前に開催、開始後は、一日以上の作業では日々の工程打合せ
や作業着手前等に開催）
①目的： 工場や整備室などの主管の下での鉄鋼会社と関係請負人の混在作業の各社の段取り

の把握共有と相互調整を行い、その結果を踏まえ関係請負人は全体の作業（施工）計画書と個別の
作業指示書を作成し、その作業者への周知を通じて労働災害を防止。

②出席者 鉄鋼会社 ・作業間の連絡調整等の安全管理を統括する者
・安全管理者、衛生管理者、職長等

関係請負人 ・各関係請負人の安全連絡調整等を行う責任者
・安全管理者等

③協議事項 ・機械等の導入又は変更、あるいは作業内容の大幅な変更に伴う留意事項
・関係請負人が入れ替わったときの把握と、交代した者への引き継ぎ状況確認
・生産作業と、修理や交換撤去及び据付工事等の開始と終了予定時刻と相互連絡体制
・動力源遮断及び投入手順、操作時刻と操作責任者と禁止札の扱いの確認
・溶断、溶接等の熱源と溶剤等の可燃物の使用時間、場所の分離調整
・上下作業の有無の確認、落下物対策（溶接火花落下の遮蔽等）または時間の分離調整
・作業通路の手摺等を外す場合や、工事の為の開口部が生じる場合の安全措置
・足場の共用や、クレーン等の使用調整等
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２．４ 作業場所の巡視

元方事業者は、連絡調整の実施状況等現場の状況を確認することが
混在作業による労働災害の防止に当たって有効であることから、定期的
に、混在作業による労働災害を防止するため必要な範囲について作業場
所を巡視すること。

また、機械等を導入し、又は変更したとき、元方事業者又は関係請負
人の作業内容を大幅に変更したとき、関係請負人が入れ替わったとき等
においても同様に巡視すること。

巡視に当たっては、安衛則第6条による安全管理者の職場巡視や、
３の協議会においてパトロールを実施する場合の当該パトロールに
併せて実施するなど、事業場全体の安全衛生管理活動との関連性を
考慮して効果的かつ効率的に実施すること。

●元方事業者に、関係請負人等に対する安衛法の遵守に関する指導、指示義務を負わせることを定めた安衛法
第29条（元方事業者の講ずべき措置等）は1.1.9 参照。

●巡視に関連する安衛則 （上記の本指針中の安衛則第6条とその他関連する安衛則第１１条及び第１５条）

安衛則第6条 （安全管理者の巡視及び権限の付与）
＜第1項＞ 安全管理者は、作業場等を巡視し、設備、作業方法等に危険のおそれがあるときは、直ちに、

その危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。

＜第2項＞ 事業者は、安全管理者に対し、安全に関する措置をなし得る権限を与えなければならない。

2.4.1 作業場所の巡視を行う頻度や臨時に開催するにあたって留意すべき事項はなにか？
どのような体制で作業場所の巡視を行うのか？

本指針の対象は、元方事業者と関係請負人の混在作業に関する総合的な安全管理ですが、製鉄所での鉄鋼
会社と協力会社はそれぞれの社内管理体制としての安全衛生管理体制等があります。

それらの各社の内部管理体制が機能した上で、本指針の対象である事業者間の横断的な統括管理体制が機
能することも必要です。（2.1.1参照）
つまり両者は、混在作業を含めた全体の安全衛生管理として、連携して効率的に災害防止の目的を果たすべ

きものです。

元方事業者、関係請負人、あるいは安全衛生協力会が独自に、それぞれの問題意識と自らの安全管理責任か
ら日常的に巡視することは必要ですが、混在作業の巡視という観点では、元方事業者の「連絡調整等を統括する
者」と、関係請負人の「連絡調整等を行う責任者」だけで巡視するのではなく、各社の安全管理者（安衛則第6条
で巡視と措置の義務がある）等の、日常的な定期（修繕などで13時に定める等）の巡視と合同して実施することや、
協議会（定期及び随時）開催の機会をとらえて、その開催直前に混在作業の巡視を各社の「安全管理者」を含め
て実施し、その結果を含めて協議することも効率的で且つ効果のある方法です。

＜指針本文より＞

安衛則第15条 （産業医の定期巡視及び権限の付与）
＜第1項＞ 産業医は、少なくとも毎月1回作業場等を巡視し、作業方法又は衛生状態に有害のおそれがあるとき
は、直ちに、労働者の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。
＜第2項＞ 事業者は、産業医に対し、前条第１項に規定する事項をなし得る権限を与えなければならない。

安衛則第11条 （衛生管理者の定期巡視及び権限の付与）
＜第1項＞ 衛生管理者は、少なくとも毎週1回作業場等を巡視し、設備、作業方法又は衛生状態に有害のおそれ
があるときは、直ちに、労働者の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。
＜第2項＞ 事業者は、衛生管理者に対し、衛生に関する措置をなし得る権限を与えなければならない。
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2.4.2 作業場所の巡視によって把握した問題について、どのように改善を図るのか？
巡視結果および改善措置について関係請負人にどのように通知するか？

（１）作業場所の巡視を行うべき時
① 個別の混在作業実施中に定期的に実施する他
② 機械等を導入し、又は変更した時
③ 元方事業者又は関係請負人の作業内容を大幅に変更した時
④ 関係請負人が入れ替わった時
等に実施することとされています。

（２）作業場所の巡視の目的と改善措置
① 定期または随時の、混在作業の連絡調整等の協議会での作業間の連絡調整等の結果の実施状況の確認
② 不安全状態や不安全行動の是正指示指導

等を重点に、巡視前に検討打合せをして、巡視のチェックリストを用意して巡視を行い、巡視中はその場で安全確
保に必要な事項の指示指導するとともに、その後の混在作業の安全確保の連絡調整協議の場で措置内容と分担
および期限等を決めることが大切です。また指示・指導事項は記録に残して周知させることが重要です。

１）その場で直ちに関係請負人や作業者に改善指示するべきこと

巡視により発見した不安全状態や不安全行動は、発見の都度その場で直ちに当該の関係請負人と作業者に
是正を指示・指導します。
その際、「なぜ危険なのか？どのようにすべきか？」も指導し、当該の関係請負人と作業者が納得して自覚を

するようにします。

またこの指導内容を記録して、各関係先（当該の元請・関係請負人の責任者等）へ配布して、是正措置（第一
線作業者への周知徹底等）が行われたこと（作業者の確認サイン等）を報告させるようにします。

安衛法第29条（1.1.9参照）により、元方事業者は、関係請負人及びその労働者に対して安衛法令を遵守する
よう必要な指導及び指示を行わなければなりませんので、上記のように作業者に直接の指導及び指示を行って
も、派遣法には抵触しません。（2.12.4参照）

また、この現場作業者への直接の指導・指示事項は、関係請負人の現場代理人や連絡調整責任者（巡視同行
していない場合）に記録を残して伝え、同じことが繰り返されないよう是正措置（第一線作業者への指導等）が徹
底したことを報告するよう指示をします。

２）期限付きで是正措置の検討実施を指示する場合

是正措置が、設備の改善等で期間を要する場合は、期限を明示して文書（巡視記録で可）で是正を指示し、
是正されるまでの間に作業を続ける場合は、その間の暫定措置（応急的な設備対策等）や、管理的対策（危険
回避の臨時的作業方法や保護具等）についても併せて指示・指導する必要があります。

元方事業者は、定例または随時の連絡協議の場で指示・指導をした関係請負人から措置の進捗を報告させ、
確認しなければなりません。

また作業が複数日以上にわたる場合は、毎日の進捗工程打合せ確認が行われる連絡調整協議会の前に巡視
を行い、巡視での指摘事項を連絡調整会議で情報共有し、是正事項の期限と担当を確認すると良いでしょう。
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２．５ 関係請負人が実施する安全衛生教育に関する指導援助

元方事業者は、必要に応じ、関係請負人が行う労働者の雇入れ時教育、作業内容変更時教育、特別
教育等の安全衛生教育について、場所の提供、資料の提供等を行うこと。

2.5.1 鉄鋼業の元方事業者は、関係請負人が実施する安全衛生教育に対して、
具体的にどのような指導援助を行うべきか？

労働者に対する安全衛生教育については、

１）雇入れ時教育、作業内容変更時教育（安衛法第59条第1項、第2項）
・ 雇入れ時又は作業内容を変更した者に対する、必要な知識等の教育

２）特別教育（安衛法第59条第3項）
・ 危険又は有害な業務に従事する者に対する、必要な知識等の教育

３）職長等教育（安衛法第60条）
・ 一定の作業について、職長等に対する、作業を指揮、監督するために必要な知識等の教育

４）危険又は有害業務従事者教育（安衛法第60条の2）
・ 危険又は有害な業務に現に就いている者に対する、必要な知識等の教育

等があり、これらの教育は事業者の義務として定められています。

従って事業者である関係請負人の各協力会社は、まずは自社内で日常的に安全衛生に関する教育を行うとともに、
安全衛生協力会の活動（レベルアップ教育、玉掛け教育、法令勉強会、職長教育等）に参加する等の自主的な取組を
行い、労働者の意識付けと知識技能を高める努力をしなければなりません。

つまり鉄鋼会社の協力会社（元請、二次請以降の関係請負人）は、自社内の労働者への教育努力が事業者としての
責務であることを自覚し努力した上で、新規雇用者が混在作業をする場合等に、以下の導入教育等の項目の教育支
援を元方事業者である鉄鋼会社に依頼する場合は、支援要請内容等を明記した書類によるのが望ましい方法です。
要請を受けた鉄鋼会社は指導援助を行わねばなりません。

①鉄鋼製造工程概要、作業対象の生産設備等の概要
②作業場内の危険箇所と立入禁止区域、規律規定、安全心得
③作業許可を必要とする作業の種類、注意事項と禁制事項、保護具の種類と使用方法
④混在作業の概要と、混在作業場の統括管理方針および連絡調整体制
⑤担当する作業内容及び手順と他社の作業との関連（作業段取、作業手順の留意事項、災害事例等）

（三次請以降の関係請負人の責任者が、混在作業について⑤を自社内作業者に周知した結果の確認と、
その記録を残すこと。三次請がそれを出来ない場合は二次請が実施する等の留意事項の織り込み）

⑥緊急事態時の対応法
等。

元方事業者である製鉄所または主要な協力会社（元請）は、二次請以降の各社の新規入構者をまとめての教育を
定期または必要時開催し、教育の場所と講師および資料の提供をする必要があります。

新規入構者教育の後に、その労働者を継続的に製鉄所構内で従事させる作業の請負契約が継続される場合は、
元方事業者である鉄鋼会社内の日常的な教育取組の中にその関係請負人も取りこんで行う方法もありますが、協力
会社各社の事業者責任の下で行う教育もありますので、元方事業者である鉄鋼会社は指導・援助を行うという立場で、
可能な範囲で教育の機会を提供することになります。

＜指針本文より＞
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2.5.2 講師の派遣など場所の提供や資料の提供以外にどのような事項を行う必要があるのか？

2.5.3 場所の提供や資料の提供等を行うにあたっての費用負担は、どのようにするのか？

元方事業者である製鉄所からは、関係請負人である協力会社からの支援要請によるものだけでなく、社内の安全
衛生教育の座学や演練等の機会に積極的に参加を働きかけることが望まれます。
また工程打合せ調整等の協議の場や、朝礼またはTBM（ツールボックスミーティング）、あるいは作業現場巡視等の

あらゆる機会をとらえて、指導する必要があります。
併せて、このような指導は、協力会社（元請）が二次請以降に対して指導することも当然必要です。

また指導・指示が守られていない場合はその場で直ちに是正指導指示をしたり、守れない理由を聞き、適切な措置
を講じる等の対応が必要です。

本指針では安全衛生教育に関する経費負担についての記載はありませんが、建設業関係を対象の「建設元方
指針」には、「請負契約における労働災害防止対策の実施者及びその経費負担者の明確化等」が規定されており、
その中に「安全のための講習会等への参加」が例示され、請負契約書に添付する請負代金内訳書等に該当経費
を明示することとされています。

製造業においても基本的な考え方は「建設元方指針」と同じく、発注者は元請に対し、元請は二次請以降に対し
安全対策に要した必要な経費を請負金額に含ませるようにするのが一般的です。
ただし、費用請求をするか否かは、元方事業者（鉄鋼会社）の考え方や教育の内容に応じて変わります。各社が

事業者責任で実施すべきもの（例えば、法定の教育）や事業者（協力会社）自身の利益に繋がる教育を元方事業
者が無償で実施をすることは、税務上の問題が生じる可能性もありますので慎重な判断が必要です。一方、元方
事業者である鉄鋼会社が独自に定めた基準等に関する教育を関係請負人の労働者に行うこと等は、無償でも積
極的に実施すべきでしょう。

上記の他、元方事業者である製鉄所または主要な協力会社（元請）は、二次請以降の労働者の必要な資格や、健
康診断の結果等を把握して、法定の就業制限を遵守するなど適正な作業配置をするように指導する必要があります。
（後述の「健康管理」にも関連しますがここにまとめて掲載します。）

作業配置の指導の判断についての留意点としては下記の例等があります。
１）就業制限業務の無資格による作業、あるいは作業主任者不在の作業を厳禁とさせるとともに

資格の取得について指導及び援助すること。
２）女性および年少者（１８歳未満）に関しては、女性労働基準規則および年少者労働基準規則に

規定する禁止業務への配置を厳禁とすること。
３）高齢者、高血圧者症等の健康要注意者に関しては、作業の内容、作業場所等を勘案して

軽作業に配置すること。（単独作業はできる限り避けること）
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２．６ クレーン等の運転についての合図の統一等

元方事業者は、クレーン等の運転についての
合図の統一、事故現場等の標識の統一等、
有機溶剤等の容器の集積箇所の統一、警報の
統一等を行う必要があること。
（安衛則第643条の3から第643条の6）

2.6.1 統一が必要な項目には、どのようなものがあるか？

2.6.2 標識など統一すべき内容の基準を明確にする必要性？

安衛則第643条の３から第643条の６までの以下の項目（詳細は次ページ）についての統一が必要です。

①クレーン等の運転についての合図・・・・・（参考資料３－１）
クレーン、移動式クレーン、デリック、簡易リフト又は建設用リフトで、クレーン則の適用を受けるものの合図
および緊急時のサイレンの吹鳴等。

②事故現場等の標識
有機溶剤、エックス線または放射線の危険の恐れがあり立入禁止とする場所、
あるいは酸欠等の危険から労働者を退避させるべき場所の標識等。

③有機溶剤等の容器の集積箇所
塗料や防水材等で有機溶剤を含有するもの、及びその容器と空容器を集積保管する箇所等。
有機溶剤等の容器については消防法にもありますが、有機則第35条、第36条に規定されている内容をベースに
元方事業者が場所等を設定して、関係請負人にもその場所を使用させます。
また、消防法でも危険物の貯蔵量等についての規定がありますので注意が必要です。

④警報 （エックス線装置の電源オン、放射性物質を装備する装置が照射中、火災発生時など）

●標識：
各鉄鋼会社製鉄所等の単位（「一の場所」の範囲）で採用する標識を決めて、これを協力会社（関係請負人）に周

知する必要があります。
なお、中央労働災害防止協会や建設業労働災害防止協会等が統一の安全標識を作成していますので、こういっ

たものも参考にすると良いでしょう。

●クレーン合図：
ボイラー・クレーン安全協会等の「クレーン等の合図」の資料(参考資料３－１）等を参考に、各鉄鋼会社製鉄所単

位（「一の場所」の区域）で採用合図法を定めて関係請負人である協力会社にも徹底する必要があります。

＜指針本文より＞
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●安衛則第643条の５ （有機溶剤等の容器の集積箇所の統一）
第1項 第641条第1項の規定は元方事業者について準用する。
第2項 第641条第2項の規定は元方事業者及び関係請負人について準用する。

第641条（有機溶剤等の容器の集積箇所の統一）
第1項 特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所おいて行われる場合におい

て、当該場所に次の容器が集積されるとき（第2号に掲げる容器については、屋外に集積されるときに限る。）は、当該
容器を集積する箇所を統一的に定め、これを関係請負人に周知させなければならない。

第2項 特定元方事業者及び関係請負人は、当該場所に前項の容器を集積するとき（同項第2号に掲げる容器につい
ては、屋外に集積されるときに限る。）は、同項の規定により統一的に定められた箇所に集積しなけらばならない。

第1号 有機溶剤等（有機則第1条第1項第2号の有期溶剤等をいう。以下同じ。）を入れてある容器
第2号 有機溶剤等を入れてあった空容器で有機溶剤の蒸気が発散するおそれのあるもの

●安衛則第643条の６ （警報の統一等）
第1項 元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所において行われるときには、次の場合に

行う警報を統一的に定め、これを関係請負人に周知させなければならない。

第2項 元方事業者及び関係請負人は、当該場所において、エックス線装置に電力を供給する場合又は前項第2号の機器に
より照射を行う場合は、同項の規定により統一的に定められた警報を行わなければならない。 当該場所において、火災が発
生したこと又は火災が発生するおそれのあることを知ったときも、同様とする。
第3項 元方事業者及び関係請負人は、第1項第3号に掲げる場合において、前項の規定により警報が行われたときは、危険

がある区域にいるその労働者のうち必要がある者以外の者を退避させなければならない。

第1号 当該場所にあるエックス線装置に電力が供給されている場合
第2号 当該場所にある電離則第2条第2項に規定する放射性物質を装備している機器により照射が行われている場合
第3号 当該場所において火災が発生した場合

安衛則第643条の３～第643条の６

●安衛則第643条の３ （クレーン等の運転についての合図の統一）
第1項 第639条第1項の規定は、元方事業者について準用する。
第2項 第639条第2項の規定は、元方事業者及び関係請負人について準用する。

第639条（クレーン等の運転についての合図の統一）
第1項 特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所おいて行われる場合にお

いて、当該作業がクレーン等（クレーン、移動式クレーン、デリック、簡易リフト又は建設用リフトで、クレーン則の適用
を受けるものをいう。以下同じ。）を用いて行うものであるときは、当該クレーン等の運転についての合図を統一的に
定め、これを関係請負人に周知させなければならない。
第2項 特定元方事業者及び関係請負人は、自ら行なう作業について前項のクレーン等の運転についての合図を

定めるときは、同項の規定により統一的に定められた合図と同一のものを定めなければならない。

●安衛則第643条の４ （事故現場の標識の統一等）
第1項 元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所において行われる場合において、当該場

所に次の各号に掲げる事故現場等があるときは、当該事故現場等を表示する標識を統一的に定め、これを関係請負人に周知
させなければならない。

第2項 元方事業者及び関係請負人は当該場所において自ら行う作業に係る前項各号に掲げる事故現場等を､同項の規定
により統一的に定められた標識と同一のものによつて明示しなければならない。
第3項 元方事業者及び関係請負人は、その労働者のうち必要がある者以外の者を第1項各号に掲げる事故現場等に立ち

入らせてはならない。

第1号 有機則第27条第2項本文の規定により労働者を立ち入らせてはならない事故現場
第2号 電離則第3条第1項の区域、電離則第15条第1項の室、電離則第18条第1項本文の規定により労働者を立ち入ら
せてはならない場所または電離則第42条第1項の区域
第3号 酸欠則第9条第1項の酸素欠乏危険箇所または酸欠則第14条第1項の規定により労働者を退避させなければな
らない場所

上記の本指針の中で示された安衛則を以下に掲載します。
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２．７ 元方事業者による関係請負人の把握等

（1）関係請負人の責任者等の把握
元方事業者は、作業間の連絡調整、協議会の設置運営等の円滑な実施のため、関係請負人に対し、

請負契約の成立後速やかに、作業間の連絡調整等を統括管理する元方事業者に属する者との連絡等
を行う責任者（第3の1）の選任状況及び安全管理者等の選任状況を通知させ、これを把握しておく
こと。
また、新たに作業を行うこととなった関係請負人に対しては、関係請負人が作業を開始することとなった

日以前の作業間の連絡調整の措置、クレーン等の運転についての合図の統一等及び協議会における
協議内容のうち、当該関係請負人に係る必要な事項を周知させること。

（2）労働災害発生のおそれのある機械等の持込み状況の把握

元方事業者は、関係請負人が防爆構造の電気機械器具、車両系荷役運搬機械、車両系建設機械等
労働災害発生のおそれのある機械等を持ち込む場合は、当該関係請負人に、事前に通知させこれを
把握しておくとともに、定期自主検査、作業開始前点検等を確実に実施させること。

2.7.1 関係請負人の責任者等の把握

基本的に元方事業者である鉄鋼会社から、請負契約時に緊急連絡体制を含めた安全衛生管理組織図（二次請以
降も含む）の提出を求めると共に、安全衛生管理組織変更時にはその都度報告することを求めることに併せ、各管
理者または責任者（混在作業の連絡調整の責任者を含む）の名簿を提出させ、当該作業で必要となる資格などを
チェックし、不備があれば必要な体制を指導しておくべきです。
また混在作業に関わる元方事業者と関係請負人の作業開始前の連絡調整協議の場で、全体の連絡調整を統括

する者と各社の連絡調整責任者及び緊急時の連絡体制をお互いに確認しあうことが必要です。

新たに作業に加わった関係請負人があれば、作業を開始する前に作業依頼内容や注意事項を現場で説明すると
ともに、これまでの連絡調整協議の内容を議事録や混在作業全体の概要や組織体制図、連絡体制等を資料で説明
し、その作業者に周知徹底するよう指示しなければなりません。 また、周知されたことを確認する必要があります。

③ 労働災害の発生のおそれのある機械等として、どのようなものがあるか？
④ 元方事業者への通知（報告）の方法を具体的にどのようにするのか？
⑤ 定期自主検査、作業開始前点検等を確実に実施させる方法を具体的にどうするのか？
⑥ 定期自主検査、作業開始前点検以外にどのような事項を行う必要があるのか？

鉄鋼業の場合、レッカーや車両、ガス溶断、アーク溶接機等の各機器等を関係請負人が持ち込む場合等が該当し
ますので、持ち込み器具や機械等について、全体の連絡調整の場で関係者間で確認しておかねばなりません。

本来、機器の点検等は当該機器を使用する事業者の責任で行うべきものですが、点検結果を元方事業者が求める
ことで確実な管理を促すことになります。この場合、元方事業者は、関係請負人が持ち込む各機器設備の定期自主
検査や作業開始前点検等に関する基準等を定め、その実施状況を元請事業者に所定の帳票で記録させた届書等で
確認し、許可証を発行すると良いでしょう。（次図に鉄鋼会社の構内持ち込み機器検査点検基準と各機器の検査済
使用許可の表示の参考例を示しておきます。）

この元請事業者がチエック確認および許可を行う場合、機器の損傷または整備不良個所についての措置、リスク低
減の為の保護具や養生対策、火災等の発生に備えた消火器や注意標識などが準備されているかを含めて責任者、
取り扱い作業者を含めて点検確認します。
また元請、二次請以降の関係請負人は作業前の始業点検で各機器を確認しなければなりません。

＜指針本文より＞

① 元方事業者への通知の方法を具体的にどのようにするのか？
② 関係請負人への周知の方法を具体的にどのようにするのか？

2.7.2 労働災害発生のおそれのある機械等の持込み状況の把握
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（１）対象範囲
１）可搬式、移動式、電気機械器具 ２）ウインチ及びコンプレッサー
３）移動式クレーン ４）機械および建設機械類
５）貨物自動車

（２）許可証 （右図例示）

検査対象機器については、元方事業者が発行する
「使用許可証」の無いものは使用を禁止する。
（「使用許可証の例は右図：当該機器に張り付けて表示。
大中小のサイズのシール等を元方事業者で規定し支給）

（３）搬入時の検査
１）搬入機器の点検・整備の検査は、元請事業者で行うこと
２）元方事業者指定の各検査項目（後述（６））に沿って検査し、所定の記録表（下図例示）に記録する。

（元請事業者の確認印（責任者、係長、課長等）、協力会社名、検査日時、下記検査項目の良否、検査者名）
３）検査の結果、良好なる機器には「使用許可証」を張り付けた後使用する。

（４）定期および日常点検
１）使用者は、法に基づいた日常点検及び定期点検を行うこと
２）元請事業者の安全管理者は、上記点検が確実に実施されているか、定期的にチエックし管理すること

（５）元請事業所による検査結果の保管及び報告
１）元請事業者は、持込機器の使用開始前に持込検査を行い、毎月1回の定期点検を行い、その結果を

とりまとめて元請け事業所にて保管するとともに元方事業者（製鉄所）の工事主管元に報告のこと
２）定例工事については、3カ月毎に報告のこと。この点検に合格しない機器は、元請事業者で「使用許可証」

を取り外し、使用を禁止すること
（６）機器搬入時の検査項目

１）可搬式、移動式、電気機械器具
①電撃防止装置 、②感電防止用漏電遮断器 、③絶縁抵抗値 、④回転体に対するカバー、
⑤スイッチ（ヒューズ）、 ⑥キャプタイヤケーブル（接続部含む） 、⑦ターミナル部のゴムカバー

２）ウインチ及びコンプレッサー
①エヤータンク耐圧証明、②圧力ゲージ、③安全弁、④ワイヤーロープ、⑤回転体に対するカバー、⑥ブレーキ

３）移動式クレーン
①クレーン検査証、②巻過防止装置、③ワイヤーロープ、④定格荷重標示、⑤警報装置、 ⑥各ブレーキ

４）機械および建設機械類
①検査証・免許証、 ②圧力調整器・安全弁、 ③ブレーキ・クラッチ操作装置、
④ワイヤーロープ・チエーンの損傷、 ⑤警報装置・標示ランプ

５）貨物自動車
①車体検査証・免許証、 ②6カ月定期点検整備 、③灯火装置、 ④方向指示器・ホーン・ワイパー、
⑤荷台のあおり、 ⑥後退警報器

使用許可証（＊＊製鉄株式会社）

許可番号

使用期間 自 年 月 日

自 年 月 日

協力業者

取扱責任者

元請事業者

検査者

構内持ち込み機器検査点検基準 （新日鐵君津の例から抜粋引用）

＜検査記録様式例＞（上記の２）の一例。他の機器も同様）

課長 係長 責任者 ウインチ及びコンプレッサ－類検査記録
元請事業者

協力
会社名

検査
年月日 許可番号

耐 圧
証明書 検査者名 備考

圧 力
ゲージ 安全弁

ワイヤー
ロープ

回転体
カバー

ブレーキ

有 無 良 否 有 無

（注） 検査の結果を該当する項目の 有・無、 良・否 の欄に○印または×印をつけること

良 否 良 否 良 否

参考事例
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２．８ 機械等を使用させて作業を行わせる場合の措置

元方事業者は、関係請負人に自らが管理権原を有する機械等を使用させて作業を行わせる場合には、
当該機械等について、法令上の危害防止措置が適切に講じられていることを確認するとともに、当該機械等
について安衛法第28条の2第1項に基づく調査等を実施した場合には、リスク低減措置を実施した後に見込
まれる残留リスクなどの情報を当該関係請負人に対して提供すること。

また、当該機械等の定期自主検査、作業開始前点検等を当該関係請負人に確実に実施させるとともに、
定期自主検査の結果、作業環境測定結果の評価、労働者の特殊健康診断の結果等により、当該機械等の
補修その他の改善措置を講じる必要がある場合は、当該関係請負人に必要な権限を与え改善措置を講じ
させるか、又は元方事業者自らが当該関係請負人と協議の上、これを講じること。

機械等を使用させて作業を行わせる場合の措置：

関係請負人に自らが管理権原を有する機械等を使用させて作業を行わせる場合には、当該機械等について
以下の措置を実施すること。
① 法令上の危害防止措置が適切に講じられていることを確認すること
② リスクアセスメントを実施した場合には、残留リスクなどの情報を提供すること
③ 関係請負人に定期自主検査、作業開始前点検等を確実に実施させること（補修その他の改善措置を講

ずる必要が生じた場合は、関係請負人に必要な権限を与え改善措置を講じさせるか、関係請負人と協議の上、
自らがこれを講じること。）

安衛法第28条の2 ＜第1項＞ （事業者の行うべき調査等）

事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行
動その他業務に起因する危険性または有害性等を調査し、その結果に基づいて、この法律又はこれに基づく命令の
規定による措置を講ずるほか、労働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるように努めなければ
ならない。ただし、当該調査のうち、化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険または健康障害
を生ずるおそれのあるものに係るもの以外のものについては、製造業その他厚生労働省令で定める業種に属する事
業者に限る。

上記の安衛法第28条の2第1項 の「厚生労働省令で定めるところにより」とは下記の安衛則第24条の11第1項です。

上記の指針本文で記述されている安衛法第２８条の２第1項は下記です。

安衛則第24条の11 （危険性または有害性等の調査）

第1項 法第28条の2第1項の危険性または有害性等の調査は、次に掲げる時期に行うものとする。

第2項 法第28条の2第1項ただし書の厚生労働省令で定める業種は、令第2条第1号に掲げる業種（製造業を除く。）とする。

第1号 建設物を設置し、移転し、変更し、又は解体するとき。
第2号 設備、原材料等を新規に採用し、又は変更するとき。
第3号 作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更するとき。
第4号 前3号に掲げるもののほか、建設物、設備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行動その他の業務

に起因する危険性または有害性等について変化が生じ、又は生ずるおそれがあるとき。

＜指針本文より＞

2.8.1 機械等を使用させて作業を行わせる場合の措置に関する安衛法令

（註： 「管理権原を有する」は機械等の所有に関連した用語）
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上記の「政令で定めるもの」とは、令第10条で規定されていますが、それは、つり上げ荷重が0.5トン以上の移動式ク
レーン、不整地運搬車、作業床の高さが２ｍ以上の高所作業車等となっています。

安衛法第33条 （機械等貸与者等の講ずべき措置等）

＜第１項＞ 機械等で、政令で定めるものを他の事業者に貸与する者で、厚生労働省令で定めるもの（以下
「機械等貸与者」という。）は、当該機械等の貸与を受けた事業者の事業場における当該機械等による労働災害
を防止するため必要な措置を講じなければならない。

＜第２項＞ 機械等貸与者から機械等の貸与を受けた者は、当該機械等を操作する者がその使用する労働者で
ないときは、当該機械等の操作による労働災害を防止するため必要な措置を講じなければならない。

＜第３項＞ 前項の機械等を操作する者は、機械等の貸与を受けた者が同項の規定により講ずる措置に応じて、

必要な事項を守らなければならない。

上記の指針本文で記述されている機械等貸与者に関する安衛法については下記の第３３条があり、令第10条で対象
機械を規定していますが、本指針本文の２．８では対象機械としては、これらの機械を含め、定期自主検査の必要な機
器（局排等を含む）や、作業開始前の点検を定められた機器も対象としています。

上記の安衛法第28条の2第1項の 「製造業その他厚生労働省令で定める業種に属する事業者」の「業種」とは、
製造業以外の業種の規定であり安衛則第24条の11第2項および令第2条第1号で規定していますが、それは「林業、鉱業、
建設業、運送業及び清掃業となっています。

指針では、元方事業者である鉄鋼会社や関係請負人である協力会社（元請）は、その所有管理する機械や設備を使用
させて二次請以降に作業をさせる場合は、その機械や設備のリスクアセスメントをすべき状況や時期には、その実施とそ
の結果に基づく措置及び残留リスクに関する情報を当該関係請負人に提供することが求められています。

2.8.2 元方事業者が管理権原を有する機械等を、関係請負人に使用させて作業を行わせる場合とは
どのような場合か？

鉄鋼業の場合、鉄鋼会社が鉄鋼製造や設備の点検修理について、協力会社に操業作業や点検整備作業の一部または
全部を請負わせる場合があります。（1.1.4～1.1.8および１．２本指針の対象参照）
その場合、鉄鋼会社が所有する構内の土地は協力会社に貸与するものの、製造設備機械や建物を含め一括して協力会

社に投資させて操業を請負わせる場合や、鉄鋼会社が所有する製造設備機械を協力会社に使用させて操業作業や整備作
業等を請負わせる場合があります。上記の本指針は後者の場合を規定しているものです。

本指針では対象は単に「管理権原を有する設備機械」としており、安衛法第33条と関連する令10条で規定されている移動
式クレーンや車両系の建設機械だけでなく、鉄鋼製造設備全般や天井クレーン、さらには工事や整備作業の作業床や足場、
作業床への階段等や、交流アーク溶接機等の工事用機器等も含まれます。

これらの元方事業者である鉄鋼会社が管理権原を有する所有設備については、鉄鋼会社の責任による法定点検はもちろ
んのこと、リスクアセスメントとその結果に基づく措置がなされ、その情報（残留リスク等）が請負会社に伝達されなければな
りません。

2.8.3 どのような方法で、機械等の定期自主検査、作業開始前点検等を関係請負人に確実に実施させ、
必要な改善措置を講じさせるか？

定期自主検査、作業開始前点検は関係請負人（請負会社）が実施すべき事項ですが、 元方事業者が文書での検
査点検の実施結果報告を求めると、その確実な実施を促すことができます。 またその報告を受けるのに併せて、必要
となる改善措置等があれば、使用させている機械等の管理権原をもつ元方事業者として、請負会社にその措置を講じ
る権限を与えたり、改善や補修の内容によってはその費用を元方事業者で負担する等の協議を行うことが求められて
います。
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２．９ 危険性及び有害性等の情報の提供

元方事業者は、化学設備等の改造等の作業に
おける設備の分解又は設備の内部への立入りを
関係請負人に行わせる場合には、その作業が開
始される前に、当該設備で製造し、取り扱う物の危
険性及び有害性等の事項を記載した文書等を作
成し、当該関係請負人に交付する必要があること。
（安衛法第31条の2）

2.9.1 どのような方法で、危険性・有害性等の事項を記載した文書等を作成させ、関係請負人に交付させるか？

安衛法第31条の２ （注文者の講ずべき措置）

化学物質、化学物質を含有する製剤その他の物を製造し、又は取り扱う設備で政令で定めるものの改造その他の厚生
労働省令で定める作業に係る仕事の注文者は、当該物について、当該仕事に係る請負人の労働者の労働災害を防止
するため必要な措置を講じなければならない。

令第9条の3、安衛則第662条の3,4

安衛法31条の2の「政令で定める設備」としては、令第9条の3で①化学設備と②特定化学設備を上げ、令別表第1（危
険物）と第3（特定化学物質）で具体的な化学物質を規定しています。
また安衛法31条の2の「製造し、又は取り扱う設備で政令で定めるものの改造その他の厚生労働省令で定める作業」

については、安衛則第662条の3で、当該設備の改造、修理、清掃等で、当該設備を分解する作業または当該設備の
内部に立ち入る作業としています。
さらに、本指針本文にある関係請負人への文書の交付については、安衛則第662条の4で注文者の義務として、①当

該化学物質の危険性・有害性、②安全衛生上注意すべき事項、③安全衛生を確保するために講じた措置、④事故発
生時の応急措置について、文書で作業開始前に関係請負人に交付すべきこととされています。

上述の安衛法31条の2、令第9条の3、安衛則第662条の3及び4を総合すると、化学設備、特定化学設備の改造・修理・
清掃等で、当該設備を分解する作業又は当該設備に立ち入る作業においては、下記事項に関する情報を注文者から請
負人に安全確認書及びＭＳＤＳ等の文書の形で交付する必要があります。

交付すべき項目 具体的に情報として提供する事項

１）化学物質の危険性・有害性

２）作業において注意すべき事項

３）注文者の講じた措置等

４）当該物の流出、その他の事故が発生
した場合において講ずべき応急の措置

１）MSDSの交付

２）作業前確認事項とその手順、作業工程、検知器の種類と警報、着用する
保護具の種類、確認責任者とルール、廃棄物発生時の連絡・措置等

３）電源開放やバルブ遮断箇所の明示、遮断板取付、置換方法や時間、
作業開始の合図・連絡の取組み、立ち入り禁止措置等

４）空気呼吸器等保護具の配置・数量、緊急連絡場所・手段、緊急遮断方法、
避難場所、緊急連絡図等

（新日鐵・君津の例から抜粋引用）

・化学設備に該当する危険物
令第9条の3でいう別表第1「危険物」には爆発性の物、発火性の物、酸化性の物、引火性の物、可燃性の
ガス があります。

・特定化学設備で取り扱う物質
令第9条の3で指定されている特定第二類物質及び第三類物質があります。

上記について鉄鋼業で該当する具体的な設備については(社）日本鉄鋼連盟刊行の「鉄鋼業における化学設備及
び特定化学設備の定期自主検査指針」（平成17年3月）に詳述されていますので参照してください。

＜指針本文より＞

危険性および有害性等の情報の提供の範囲は、混在作業における労働災害防止の目的から上記の「危険物」と
「特定化学物質」に限定せず、作業に従事する関係請負人に危害を及ぼす恐れのある化学物質に係る作業を請負
わせる場合は、元方事業者は、当該の化学物質の危険性・有害性について関係請負人に予め周知させることが求
められていると考えるべきでしょう。
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作業環境維持管理のためには、まず作業環境測定を行い、その結果と評価に基づき必要な改善や保護具の着用等の
措置をとるように、元方事業者は関係請負人に必要な指導をしなければなりません。

ただし、元方事業者の責任で改善等を行う必要があることもありますので、請負契約に基づき元方事業者がその責任を
果たす必要があることが前提になります。

この作業環境測定は下記の安衛法第65条に関連した安衛則等で規定されています。

安衛法第65条 （作業環境測定）
＜第1項＞ 事業者は、有害な業務を行う屋内作業場その他の作業場で、政令で定めるものについて、厚生労働省
令で定めるところにより、必要な作業環境測定を行い、及びその結果を記録しておかなければならない。
＜第2項＞ 前項の規定による作業環境測定は、厚生労働大臣の定める作業環境測定基準に従って行わなければな
らない。
＜第3項＞ 厚生労働大臣は、第一項の規定による作業環境測定の適切かつ有効な実施を図るため必要な作業環境
測定指針を公表するものとする。
＜第4項＞ 厚生労働大臣は、前項の作業環境測定指針を公表した場合において必要があると認めるときは、事業者
若しくは作業環境測定機関又はこれらの団体に対し、当該作業環境測定指針に関し必要な指導等を行うことができる。
＜第5項＞ 都道府県労働局長は、作業環境の改善により労働者の健康を保持する必要があると認められるときは、

労働衛生指導医の意見に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、事業者に対し、作業環境測定の実施その他必
要な事項を指示することができる。

2.10.1 作業環境管理に関する元方事業者の実施すべき事項と測定結果の共同利用

各事業場の設備や作業の内容に応じ、上記の作業環境維持に関する安衛法第65条に関連する安衛則、特化則、高
圧則、有機則、電離則、酸欠則、粉じん則等に示された規定に従って測定し、評価し、措置を講じることが必要です。

また昭和50年8月1日付け基発第448号通達の記の第5の安衛法第65条関係では、同一の場所（一の場所）での混在作

業における元方事業者と関係請負人の間での作業環境測定情報の共同利用が許されていることから、本指針では各事
業者が重複して、測定を行わなくても違法とはならないとした上で、相互に活用できるものとされています。

２．１０ 作業環境管理

元方事業者は、作業環境測定結果の評価に基づいて関係請負人が実施
する作業環境の改善、保護具の着用等について、必要な指導を行うこと。
なお、元方事業者の労働者と関係請負人の労働者の作業が同一の場所で

行われている場合における作業環境測定については、一の事業者が作業
環境測定を行い、その結果を共同利用することとしても差し支えないものであるため（昭和50年8月1日付け
基発第448号通達の記の第5の安衛法第65条関係）、元方事業者が実施した作業環境測定の結果は、当該
測定の範囲において作業を行う関係請負人が活用できるものであること。

＜指針本文より＞
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２．１１ 健康管理

関係請負人の労働者の健康管理は当該関係請負人が行う必要があるものであるが、元方事業者は、
関係請負人の労働者の健康診断の受診率を高めるため、自らの労働者に対して実施する健康診断と関
係請負人がその労働者に対して実施する健康診断を同じ日に実施することができるよう日程調整する、
関係請負人に対して健康診断機関を斡旋する等の措置を行うこと。 また、元方事業者は、必要に応じ、
関係請負人に対し健康管理手帳制度の周知その他有害業務に係る健康管理措置の周知等を行うこと。

2.11.1 どのような方法で、これらの措置を講ずるか？

労働者の健康管理については、安衛法第66条～第71条及びじん肺法に規定されています。

すべての事業者は、その労働者について、各社内での雇入れ時および雇入れ以降の定期的な健康診断を行い、その
結果に基づき、必要時は就業制限等の措置を講じる責任があります。しかしながら小規模の関係請負人では、確実に
実施されていない可能性もあります。

そこで、元方事業者は、関係請負人に対し、その労働者に対する健康診断と措置の実施を行う責任があることを自覚
させる指導をしつつ、元方事業者の健康診断の日程に合わせて健康診断を実施できるようにしたり、健康診断機関を斡
旋したりして、関係請負人が確実に健康診断を実施できるように支援することが望まれます。

また、労働者数が５０人未満の小規模事業場については、地域産業保健センターが無料で相談に応じる等の制度を紹
介する等の支援指導を行うことが望まれます。

元方事業者は、関係請負人に対し、下記の「新規入構者の健康管理と適正配置の指導項目」を踏まえ、新規入構者
が従事する業務に必要な健康状態にあるか確認させること、または法定の健康診断（雇入時の健康診断、定期健康診
断等）が確実に行われているかを確認すること等で、関係請負人の労働者の健康管理を促すと良いでしょう。

新規入構者の健康管理と適正配置の指導項目の例 （元方事業者から関係請負人への指導項目の例）

＜指針本文より＞

１．健康診断の実施は事業者の責任であること（安衛法第66条、安衛則第43～48条、有機則第29条、じん肺法第7条～10条他）

（１）企業の規模・業種に関係なく、雇入時の健康診断以後、1年以内に1回、定期に、事業者負担で定期健康診断を実施。

ただし、深夜業に従事する労働者が自ら受診する自発的健康診断や、労働者の希望する医師等による健康診断の費用
は必ずしも事業者負担ではない。

定期健康診断以外の健康診断の実施頻度は、労働者が従事する業務の内容によって異なるが、深夜業等の特定業務や
有機溶剤その他有害物を取り扱う業務については、6カ月に1回等である。

（２）特殊健康診断等については、一定の有害な業務に従事する労働者又は一定の有害業務に従事した者等に対し、
法令で規定された特別の項目についての健康診断を実施するものである。

２．健康診断結果については、労働者本人の自主的な健康管理を促進するため受診労働者にその結果を通知するとともに、
健康診断個人票を作成し、法令で定められた期間（5年、30年等）保存すること。

３．健康診断の結果、異常の所見があると診断された労働者に対しては、産業医等から就業上の措置に関する意見を聴き、
その上で適切な措置を講じなければならないこと。

（労働時間の短縮、時間外労働の制限、作業の転換、深夜業の回数制限など）

４．健康診断の結果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働者に対し、産業医等や保健師による保健指導を
実施するように努めなければならないこと。
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２．１２ その他請負に伴う実施事項
（1）仕事の注文者としての配慮事項

元方事業者は、労働者の危険及び健康障害を防止するための措置を講じる能力がない事業者、必要な
安全衛生管理体制を確保することができない事業者等労働災害を防止するための事業者責任を遂行する
ことのできない事業者に仕事を請け負わせないこと。
また、元方事業者は、仕事の期日等について安全で衛生的な作業の遂行を損なうおそれのある条件を

付さないように配慮する必要があること。（安衛法第3条第3項）
このため、元方事業者の組織内における安全衛生管理部門並びに設計部門及び作業発注部門間の

連携を図ること。
なお、これらの事項は、仕事の全部を注文し自らは仕事を行わない事業者についても同様であること。

（2）関係請負人及びその労働者に対する指導等
元方事業者は、関係請負人及びその労働者が法令の規定に違反しないよう必要な指導及び違反し

ていると認められる場合における必要な指示等を行う必要があること。（安衛法第29条）

2.12.1 労働災害を防止するための事業者責任を遂行することのできない事業者の基準は？

仕事の注文者として、元方事業者や元請は、労働災害防止の観点から、その二次請、三次請の会社の新規起用基準を
定めて評価することが望ましく、評価基準項目としては下記のようなものが考えられます。

１．安全衛生管理体制整備状況（規模に応じ安衛法で定められた管理者の選任等、安全衛生委員会等の設置状況等）
２．安全衛生教育実施状況（事業者として自らの労働者の教育責任を自覚や、実施状況等）
３．労災保険加入や状況（加入していない会社は起用しない）および事業主等の労災特別加入状況
４．就業規則の整備状況（労働基準法で定める就業規則作成が必要な会社）
５．時間外労働・休日労働に関する協定（３６協定）の締結状況
６．労働者名簿整備状況（正社員、期間契約社員、臨時工、パートタイマー等の区分と期間）
７．賃金台帳整備状況（労働基準法で定めるもの）
８．健康診断の実施状況
９・従業員に必要な資格免許保有状況
１０．その他 ＯＳＨＭＳ、リスクアセスメントや危険予知等の活動状況

＜指針本文より＞

安衛法第3条 （事業者等の責務）
＜第３項＞建設工事の注文者等仕事を他人に請け負わせる者は、施工方法、工期等について、安全で衛生的な

作業の遂行をそこなうおそれのある条件を附さないように配慮しなければならない。

安全で衛生的な作業の遂行をそこなうおそれのある施工方法、工期等で、結果として安全で衛生的な施工計画に必要
な費用と、検討期間を与えないような状態に関係請負人を追い込むことがないように元方事業者つまり鉄鋼会社は配慮
しなければなりません。

2.12.2 仕事の注文者としての配慮事項とは？

元方事業者であり発注者でもある鉄鋼会社の安全衛生管理部門並びに設計及び作業発注部門間の連携としては、
工事等のプロジェクト管理体制と連絡調整協議の場を整え、工事等の案件の推進体制とスケジュール及び分担を明確
にして、定期的に協議し連絡調整し連携を図り、途中の進捗状況に応じ安全で衛生的な作業の遂行を確保をすることが
望まれます。

2.12.3 関係請負人及びその労働者に対する指導・指示の内容は？

指針本文２．「本指針の対象」の解説の中で述べたように、安衛法第29条（1.1.9参照）では「混在作業」は必ずしも要件
とはされず、業種の如何を問わず、元方事業者が関係請負人およびその労働者への直接の安全上の指導指示を行う
よう義務付けているものです。
同一場所での混在作業の場合、作業指揮命令系統の如何にかかわらず、自社の指揮下にある労働者（受入派遣者を

含む）だけでなく、同一場所での関係請負人を含むすべての労働者に、安衛法又はこれに基づく命令の規定に違反しな
いように必要な「安全上の指示指導」を直接行う義務があります。
これはあくまで安全確保のための指示指導であり、事業目的の仕事の作業指示には該当しませんので派遣法には抵

触しません。 （2.12.4参照）
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２．１２ その他請負に伴う実施事項 （続き）

（3）適正な請負
請負とは、当事者の一方が仕事の完成を約し、相手方がその仕事の結果に対して報酬を支払うこ

とを約するもの（民法（明治29年法律第89号。以下「民法」という。）第632条）であり、注文者と労働者との
間に指揮命令関係を生じないものであるが、元方事業者と関係請負人の労働者との間に現に指揮命令
関係がある場合（具体的には「労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準（昭和
61年労働省告示第37号）」により判断される。）には、請負形式の契約により仕事が行われていても
労働者派遣事業に該当し、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に
関する法律（昭和60年法律第88号。以下「労働者派遣法」という。）の適用を受けることになる。
この場合、元方事業者は、当該労働者について、同法に基づき派遣先事業主として安衛法上の措置を
講じる必要があること。

元方事業者の混在作業全体を統括管理する者が関係請
負人の労働者に適法に直接指示できるまたは指示しなけれ
ばならない事項は安衛法第29条（1.1.9参照）により、関係請
負人及び労働者に対して安衛法令を遵守するよう必要な指
導及び指示（派遣法には抵触しません）となります。

安全衛生上の
指示、指導

元方事業者で
ある鉄鋼会社 請負業者との間で雇用関係にある労働者に、注文者

から直接の指揮命令がある等の場合は、派遣法で定
められた安衛法の適用の特例の適用を受けます。
この場合、安衛法に基づく事業者責任のうち、派遣

法で定められた安衛法の適用の特例において、派遣
先が責任を負う事項は、注文者が負うことになります。

2.12.5 の「請負により行われる事業が、労働者派遣事
業に該当しないための基準」

関連説明：
・1.2.1（１）と（２）の図、1.2.3偽装請負に関する説明文
・2.1.5～2.1.6の統括安全指導指示の説明文と図
・2.4.2（２）１）の説明文
・2.12.3関係請負人及びその労働者に対する指導・指
示の内容

上記の告示第37号との関係で、適法に行うことのできる（または行わねばならない）指示等の範囲は？

＜指針本文より＞

2.12.4 適正な請負とは？ （判断基準詳細は2.12.5参照）

注文者と労働者との間に指揮命令系統がある場合には、請負形式の契約により行われていても
労働者派遣に該当し、派遣法の適用を受けます。この場合、安衛法に基づく事業者責任のうち、
派遣先が責任を負う事項は、注文者が負うことになります。
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2.12.5 請負により行われる事業が、労働者派遣事業に該当しないためには、どんな基準を満たす必要があるか？

労働者派遣と請負の区分についての詳細は、『労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準を
定める告示（昭和61年労働省告示第37号）』（次頁に掲載）があります。

請負により行われる事業が、労働者派遣事業に該当しないためには、その基準（次頁）に基づき、次の条件を満たす
必要があります。

（１）請負業務に従事する労働者の作業の遂行について、請負業者が直接指揮監督のすべてを行うこと。

① 請負業務に従事する労働者に対する仕事の割り付け、順序、緩急の調整等については、請負業者が行う
必要があります。このためには、製造業務の場合には、請負業者は、一定期間において処理すべき業務の内
容や量の注文を注文主から受けるようにし、請け負った業務を処理するのに必要な労働者数等を自ら決定し、
必要な労働者を選定し、請け負った内容に沿った業務を行っていることが必要です。

② 請負業務に従事する労働者の業務の遂行に関する技術的な指導、勤惰点検、出来高査定等については、
請負業者が行う必要があります。

③ 請負業務に従事する労働者の始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇等に関する指示やその管理
については、請負業者が行う必要があります。そのためには、製造業務の場合、請け負った業務を行う具体
的な日時（始業及び終業の時刻、休憩時間、休日等）について、事前に請負業者と注文主とで打ち合わせを
行い、業務中は請負業務に従事する労働者が注文主から直接指示を受けることのないよう書面を作成し、そ
れに基づいて請負業者側が請負業務に従事する労働者に対して具体的に指示を行っていることが必要であり、
また、請負業務に従事する労働者が実際に業務を行った時間については、請負業者が把握できるような方策
を採っていることが必要です。

④ 請負業務に従事する労働者の時間外、休日労働は請負業者側が業務の進捗状況等をみて決定し、指示
を行っていることが必要です。また、業務量の増減がある場合には、事前に請負業者が注文主から連絡を受
ける体制を取ることが必要となります。

⑤ 請負業務に従事する労働者の事業所への入退場に関する規律、服装、職場秩序の保持、風紀維持のた
めの規律等の決定やその管理については、請負業者が行う必要があります。

⑥ 請負業務に従事する労働者の勤務場所、直接指揮命令する者等の決定やその変更については、請負業
者が行う必要があります。そのためには、製造業務の場合、請負業務に従事する労働者の注文主の工場内
における配置については請負業者が決定すること、業務量の緊急の増減がある場合には、前もって請負業者
が注文主から連絡を受ける体制にし、請負業者が請負業務に従事する労働者の人数の増減を決定すること
が必要です。

（２）請け負った業務を請負業者の業務として、注文主から独立して、請負業者の有する能力に基づき請負業者の責任
の下に処理すること。

① 請け負った業務の処理に要する資金については、すべて請負業者の責任の下に調達し、かつ、支弁する
こと。

② 請け負った業務の処理については、請負業者が民法、商法その他の法律に規定された事業主としてのす
べての責任を負うこと。
③ 次のア又はイのいずれかに該当し、請負業者が単に肉体的な労働力を提供するものでないこと。

ア 請負業者の責任と負担で準備し、調達する機械、設備若しくは器材（業務上必要な簡易な工具を
除く）又は材料若しくは資材により、業務を処理すること。

この場合に、機械、設備、資材等の所有関係、購入経路等の如何は問いませんが、請負業者が機
械、資材等を注文主から借り入れ又は購入する場合には、賃貸借契約などの別個の双務契約による
正当なものであることが必要です。特に、製造業務の場合には、注文主から請負業者への原材料、
部品等の受取りや請負業者から注文主への製品の受渡しについて伝票等による処理体制が確立さ
れていること、注文主の所有する機械、設備等の使用については、その保守及び修理を請負業者が
行うか、又は保守及び修理に要する経費を請負業者が負担していることが必要となります。

イ 請負業者が行う企画又は請負業者の有する専門的な技術若しくは経験に基づいて、業務を処理
すること。

ここでいう専門的な技術や経験は、請負業者が企業体として有する技術や経験であり、請け負った
業務を処理する個々の労働者が有する技術や経験ではありません。
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労働者派遣事業と請負により行われる事業との区分に関する基準を定める告示〔昭和61年労働省告示37号〕

第1条
この基準は、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和60年法律
第88号。以下「法」という。）の施行に伴い、法の適正な運営を確保するためには労働者派遣事業（法第2条第3号に規

定する労働者派遣事業をいう。以下同じ。）に該当するか否かの判断を的確に行う必要があることにかんがみ、労働者
派遣事業と請負により行われる事業との区分を明らかにすることを目的とする。

第2条
請負の形式による契約により行う業務に自己の雇用する労働者を従事させることを業として行う事業主であっても、当該
事業主が当該業務の処理に関し次の各号のいずれにも該当する場合を除き、労働者派遣事業を行う事業主とする。

１ 次のイ、ロ及びハのいずれにも該当することにより自己の雇用する労働者の労働力を自ら直接利用するもの
であること。（労務管理上の独立）

イ 次のいずれにも該当することにより業務の遂行に関する指示その他の管理を自ら行うものであること。
（１）労働者に対する業務の遂行方法に関する指示その他の管理を自ら行うこと。
（２）労働者の業務の遂行に関する評価等に係る指示その他の管理を自ら行うこと。

ロ 次のいずれにも該当することにより労働時間等に関する指示その他の管理を自ら行うものであること。
（１）労働者の始業及び終業の時刻、休息時間、休日、休暇等に関する指示その他の管理（これらの単なる把握を
除く。）を自ら行うこと。

（２）労働者の労働時間を延長する場合又は労働者を休日に労働させる場合における指示その他の管理（これらの
場合における労働時間等の単なる把握を除く。）を自ら行うこと。

ハ 次のいずれにも該当することにより企業における秩序の維持、確保等のための指示その他の管理を自ら行うもの
であること。
（１）労働者の服務上の規律に関する事項についての指示その他の管理を自ら行うこと。
（２）労働者の配置等の決定及び変更を自ら行うこと。

２ 次のイ、ロ及びハのいずれにも該当することにより請負契約により請け負った業務を自己の業務として当該契約
の相手方から独立して処理するものであること。（事業経営上の独立）

イ 業務の処理に要する資金につき、すべて自らの責任の下に調達し、かつ、支弁すること。

ロ 業務の処理について、民法、商法その他の法律に規定された事業主としてのすべての責任を負うこと。

ハ 次のいずれかに該当するものであって、単に肉体的な労働力を提供するものでないこと。
（１）自己の責任と負担で準備し、調達する機械、設備若しくは器材（業務上必要な簡易な工具を除く。）又は材料

若しくは資材により、業務を処理すること。
（２）自ら行う企画又は自己の有する専門的な技術若しくは経験に基づいて、業務を処理すること。

第3条
前条各号のいずれにも該当する事業主であっても、それが法の規定に違反することを免れるため故意に偽装されたも
のであって、その事業の真の目的が法第2条第1号に規定する労働者派遣を業として行うことにあるときは、労働者派遣
事業を行う事業主であることを免れることができない。
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